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序　文
　国、地方で様々な行政を行うに当たっては、法の下に法の規制を受けながら法に基づいて行
政を執行するのが基本的な枠組みとなっている。教育行政に限らずあらゆる行政活動はこのよ
うな性格を持っている。教育行政も「法律主義の原理」に則り、法律に基づいて実施されるこ
とを基本的におさえることが大切である。議会によって定立された法に従って行政主体である
国または地方公共団体が教育政策を具体的に執行していくというのが教育行政である。
　「法律主義」については、戦前の日本の行政を考えるとよく分かる。戦前における教育行政は、
国会と離れたところで教育意思というものが決められた、いわゆる「勅令主義」によるもので
ある。天皇大権に基づく勅令主義で教育行政の基礎が形作られていた。これに対し、現在の教
育行政は、国民の教育意思の表れが国会において、法律として定立され、そのもとで規制を受
けながら行政が行われる仕組みに転換したのであり、戦前の勅令主義に代わって、戦後教育改
革で打ち立てられた教育行政の法律主義に基づいて日々の学校管理運営が行われる構造となっ
ている。
　戦後、日本国憲法の中に初めて教育に関する条項が盛り込まれた。諸外国にみると、1919 年
のワイマール憲法が教育について規定をしたことで有名である。
　教育関係の主要法律は、憲法第 26 条の「教育を受ける権利」を受けて、教育基本法が教育
制度と教育の基本に関する事項を定めている。この憲法・教育基本法の下に様々な教育立法が
あるが、一番基本的なものは学校教育法である。これは、各学校種の目的、目標、修業年限、
入学資格など学校教育制度の基本、特に義務教育制度について定めている。学校管理に当たる
者にとって「学校教育法」というのは、是非読んで理解しなければならない法律である。また、
学級編制や教職員定数については「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関
する法律」、いわゆる「義務標準法」とよばれる法律が定められている。あるいは、「義務教育
諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律」では、教科書の無償措置が定められている。また、

「就学困難な児童生徒に係る就学奨励についての国の援助に関する法律」は、就学奨励に関する
国の援助措置について法律で定められている。こうした助成に関する法律は様々なものがあり、
他に「へき地教育振興法」、「理科教育振興法」、「産業教育振興法」等が教育振興に係る助成法
として挙げられよう。
　公立小中学校の教職員は、都道府県が任命権を持つとともに、県の負担によって給与が支払
われているが、身分は市町村の職員である。「市町村立学校職員給与負担法」で市町村立学校の
職員の給与は、県が負担すると定められており、市町村立小・中学校の教職員の給与を都道府
県が負担する制度のことを「県費負担教職員制度」といい、県が負担をする給与の三分の一は、

「義務教育費国庫負担法」で国が負担をすることが定められている。
　学校施設に関して、公立小中学校で新築・増築をする場合、二分の一は必ず国が市町村に対
して負担する制度として「義務教育諸学校の施設費の国庫負担等に関する法律」といったもの
もある。
　教員の身分に関しては、地方公務員であるから 「地方公務員法」 が一般的に適用されるものの、
公立学校教員については、特別法である「教育公務員特例法」に従って律せられている。
　給与については、「学校教育の水準の維持向上のための義務教育諸学校の教育職員の人材確保
に関する特別措置法」、いわゆる「人確法」において、一般の公務員に比して優遇措置が講じられ
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なければならないとされており、教育職員に優れた人材を確保できる仕組みが整備されている。
　国の教育行政及び組織については、「文部科学省設置法」に規定され、また、地方教育行政の
組織と運営に関しては「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」が重要な法律としてある。
このような主要関係法律については、是非目を通しておいてもらいたい。

Ⅰ　学習指導要領と教育課程の編成
　学校は、教育基本法第６条にいう「公の性質」を有するものであり、国は、全国的な観点から、
教育の機会均等と教育水準の維持向上のため、学校において編成される教育課程についての全
国的な基準（ナショナル・ミニマム）の設定権を有する。

【憲法】
　第 26 条　すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとしく教育
を受ける権利を有する。
②　すべて国民は、法律の定めるところにより、その保護する子女に普通教育を受けさせ
る義務を負ふ。義務教育は、これを無償とする。

【教育基本法】
第 16 条　教育は、不当な支配に服することなく、この法律及び他の法律の定めるところに
より行われるべきものであり、教育行政は、国と地方公共団体との適切な役割分担及び相
互の協力の下、公正かつ適正に行われなければならない。
２　国は、全国的な教育の機会均等と教育水準の維持向上を図るため、教育に関する施策

を総合的に策定し、実施しなければならない。
（３～４項略）

【学校教育法】
第 33 条　小学校の教育課程に関する事項は、第 29 条及び 30 条の規定に従い、文部科学
大臣が定める。
※第 29 条（小学校の目的）、第 30 条（小学校教育の目標）

【学校教育法施行規則】
第 52 条　小学校の教育課程については、この節に定めるもののほか、教育課程の基準とし
て文部科学大臣が別に公示する小学校学習指導要領によるものとする。
※「この節に定めるもの」・・・第 50 条（教育課程の編成）、第 51 条（授業時数）
　第 53 条（教育課程編成の特例）、第 54 条（履修困難な各教科の学習指導）など。
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【小学校学習指導要領】
第１章　総則
第１　教育課程編成の一般方針
１　各学校においては、教育基本法及び学校教育法その他の法令並びにこの章以下に示す

ところに従い、児童の人間としての調和のとれた育成を目指し、地域や学校の実態及び
児童の心身の発達の段階や特性を十分考慮して、適切な教育課程を編成するものとし、
これらに掲げる目標を達成するよう教育を行うものとする。

　（以下略）
第２　内容等の取扱いに関する共通的事項
１　第２章以下に示す各教科、道徳、外国語活動及び特別活動の内容に関する事項は、特

に示す場合を除き、いずれの学校においても取り扱わなければならない。
２　学校において特に必要がある場合には、第２章以下に示していない内容を加えて指導

することができる。また、第２章以下に示す内容の取扱いのうち内容の範囲や程度等を
示す事項は、すべての児童に対して指導するものとする内容の範囲や程度等を示したも
のであり、学校において特に必要がある場合には、この事項にかかわらず、指導するこ
とができる。ただし、これらの場合には、第２章以下に示す各教科、道徳、外国語活動
及び特別活動並びに各学年の目標や内容の趣旨を逸脱したり、児童の負担過重となった
りすることのないようにしなければならない。

３　第２章以下に示す各教科、道徳、外国語活動及び特別活動並びに各学年の内容に掲げ
る事項の順序は、特に示す場合を除き、指導の順序を示すものではないので、学校にお
いては、その取扱いについて適切な工夫を加えるものとする。 

　（以下略）

【永山中学校事件最高裁判決（昭和 51 年５月 21 日）】
　「一般に社会公共的な問題について国民全体の意思を組織的に決定、実現すべき立場にあ
る国は、国政の一部として広く適切な教育政策を樹立実施すべく、また、しうる者として、
憲法上は、あるいは子ども自身の利益の擁護のため、あるいは子どもの成長に対する社会
公共の利益と関心にこたえるため、必要かつ相当と認められる範囲において、教育内容に
ついてもこれを決定する権能を有するものと解さざるをえず、これを否定すべき理由ない
し根拠は、どこにも見出せないのである。」
　「論理的には、教育行政機関が行う行政でも、右にいう「不当な支配」に当たる場合があ
りうることを否定できず、問題は、教育行政機関が法令に基づいてする行為が「不当な支配」
に当たる場合がありうるかということに帰着する。」
　「憲法に適合する有効な他の法律の命ずるところをそのまま執行する教育行政機関の行為
がここにいう「不当な支配」となりえないことは明らかである。」
　「大学教育の場合には、学生が一応教授内容を批判する能力を備えていると考えられるの
に対し、普通教育においては、児童生徒にこのような能力がなく、教師が児童生徒に対し
て強い影響力、支配力を有することを考え、また、普通教育においては、子どもの側に学
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校や教師を選択する余地が乏しく、教育の機会均等を図る上からも全国的に一定水準を確
保すべき強い要請があること等に思いをいたすときは、普通教育における教師に完全な教
授の自由を認めることは、到底許されない。」、「教育に対する行政権力の不当、不要な介入
は排除されるべきであるとしても、許容される目的のために必要かつ合理的と認められる
それは、たとえ教育の内容及び方法に関するものであっても、必ずしも同条（旧教基法第
10 条）が禁止するところではないと解するのが相当である。」

　教育基本法第１条にも規定されているように、教育は、個人の人格の完成と国家社会の形成
者の育成を目的とするものであり、現代の学校教育制度の基本となる目的であるといえよう。
この目的実現のためには、教育を単なる「私事」に留めることなく、社会共同の利益にかかわ
る国民的関心事として、国家的規模で学校教育制度を組織し、運営することが強く要請されて
いる。
　明治国家は、ある意味で「教育国家」であった。明治５年の学制施行から現在まで百数十年
にわたって教育国家を標榜しつつ、学校教育制度の整備充実に意を用い、そのために必要な教
育投資が行われてきた。
　戦後、憲法第 26 条に規定する「国民の教育を受ける権利」の保障に対応して、教育条件整
備の主体に異論はないものの、現代の公教育制度の中で誰が教育内容や教育方法を決定する権
能を有しているのか、いわゆる教育内容・方法への関与の主体の在り方が、戦後昭和 50 年頃
まで教育界の論争のテーマであった。
　これは、教育課程の編成に留まらず、学校の管理運営全体の在り方に影響を及ぼす「教育権
論争」という問題であった。この問題は、いわゆる「国民の教育権説」と「国家の教育権説」
の対立という図式をとった。国民の教育権説は、子どもの教育を受ける権利に対応する責務を
負うのは、親を中心とする国民全体であるという立場で教育を捉えるものである。国の責務は、
教育条件の整備等教育外的な事項に限られるとしたものである。教育内容・方法の決定は、そ
の実施に当たる教師、学校が専門家の立場から国民全体に対して直接的に責任を負う。これは
旧教育基本法第 10 条１項に規定されているという考えであるとするものであった。
　これに対し、国家の教育権説は、国民の教育権説を唱える教育学者や現場の運動論に対峙す
る考え方として便宜上名称を与えられていたものであって、この説では、国民全体の教育の意
思決定は、議会制民主主義のもとでは国会において行われ、法律制度を通じて具現化、具体化
が図られるものであり、国は法律に則って教育内容方法に関与する権限を有しているという考
え方である。
　この論争は、昭和 51 年の永山中学校事件最高裁判決がピリオドを打ったことは御案内のと
おりである。この最高裁判決の対象となった事例は、昭和 30 年代の終わりの全国一斉学力テ
ストの実施に際して、これに反対する人々による公務執行妨害に係る事案として問われた事件
であった。ここで、教育権について最高裁の判断が示されたのである。「一般に社会公共的な問
題について国民全体の意思を組織的に決定、実現すべき立場にある国は、国政の一部として広
く適切な教育政策を樹立、実施すべく、また、しうる者として、憲法上は、あるいは子ども自
身の利益の擁護のため、あるいは子どもの成長に対する社会公共の利益と関心にこたえるため、
必要かつ相当と認められる範囲において、教育内容についてもこれを決定する権能を有するも
のと解さざるをえず、これを否定すべき理由ないし根拠は、どこにも見出せないのである。」と
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最高裁は結論づけたのである。
　ここで注意すべきなのは、国が国民全体の意思を組織的に決定実現すべき立場にあるが、「必
要かつ相当と認められる範囲」で教育内容を決定する権能を有するとされているので、何もか
も国が関与決定できるということまで最高裁が判示しているのではないということである。旧
教育基本法第 10 条も、現在の教育基本法の条文も「不当な支配に服することなく」という言
葉が象徴的に書かれているように、不偏不党性の原則は重要な教育の原則であり、この不当な
支配の対象には、形式上は、文部省も「不当な支配」の主体たり得るのである。最高裁は、「論
理的には、教育行政機関が行う行政でも、右にいう「不当な支配」に当たる場合がありうるこ
とを否定できず、問題は、教育行政機関が法令に基づいてする行為が「不当な支配」に当たる
場合がありうるかということに帰着する。・・・憲法に適合する有効な他の法律の命ずるところ
をそのまま執行する教育行政機関の行為がここにいう「不当な支配」となりえないことは明ら
かである。」と判断した。この憲法に適合する有効な他の法律の命ずるところ云々の文意は改正
教育基本法第 16 条において補われている。これまでは、単に「不当な支配に服することなく」
であったが、改正教育基本法第 16 条では「この法律及び他の法律の定めるところにより行わ
れるべきものであり」とされこの最高裁判決の趣旨が反映されている。
　最高裁判決は、教師にも教育の自由を一定程度認められ得るということを併せて述べている
が、大学における「学問の自由」と、高等学校以下における「教育の自由」とは自ずから性格
が異なるものであることも併せて示している。したがって、ここに書かれているように、「大学
教育の場合には、学生が一応教授内容を批判する能力を備えていると考えられるのに対し、普
通教育においては、児童生徒にこのような能力がなく、教師が児童生徒に対して強い影響力、
支配力を有することを考え、また、普通教育においては、子どもの側に学校や教師を選択する
余地が乏しく、教育の機会均等を図る上からも全国的に一定水準を確保すべき強い要請がある
こと等に思いをいたすときは、普通教育における教師に完全な教授の自由を認めることは、到
底許されない。」と判断が示されている。しかしながら、今日に至るも教育運動論としての国民
の教育権説の残滓が学校管理運営に影響を与えていることも事実である。当判決以降も教育学
の世界の中では、国民の教育権説を擁護し、学習指導要領の法的性格についてこれを認めない
という立論をする方もいるが、当判決では、この問題について明確に終止符が打たれているの
である。
　したがって、各学校において編成実施する教育課程について文部科学大臣が定める国家基準
である学習指導要領は、全国的な観点から教育の機会均等と教育水準の維持向上を図るために
必要かつ合理的な範囲において定められた「大綱的基準」といえる。
　また、最高裁は、「教育に対する行政権力の不当、不要な介入は排除されるべきであるとして
も、許容される目的のために必要かつ合理的と認められるそれは、たとえ教育の内容及び方法
に関するものであっても、必ずしも同条（旧教基法第 10 条）（現在の教育基本法第 16 条）が
禁止するところではないと解するのが相当である。」としている。許容される目的のために必要
かつ相当な範囲とは、教育課程を各学校で編成、実施するに当たって、全国的な観点から教育
の機会均等及び教育水準の維持確保を図るという目的のために、その目的の範囲において国が
教育課程の国家基準を制定する権能があるということである。
　このことから、国家基準としての学習指導要領は、許容される目的のために必要かつ相当な
範囲において定められるものであり、それは「最小限度基準の性格」を有するものである。し
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たがって、各学校に裁量の余地がない、あるいは、創意工夫の余地がないというものではない。
　国は、全国どこにおいても同水準の教育を受けることのできる教育の機会均等と教育水準の
維持向上のために、学校において編成実施される教育課程の全国基準の設定権を有している。
学校教育法第 33 条「小学校の教育課程に関する事項は、第 29 条（小学校の目的）及び 30 条

（小学校教育の目標）の規定に従い、文部科学大臣が定める。」と法律で規定した上で、文部科
学大臣が定めるということを具体的に学校教育法施行規則第 52 条　「小学校の教育課程につい
ては、この節に定めるもののほか、教育課程の基準として文部科学大臣が別に公示する小学校
学習指導要領によるものとする。」と規定して、この節に定める授業時数、教育課程編成の特例（第
50 条（教育課程の編成）、第 51 条（授業時数）第 53 条（教育課程編成の特例）、第 54 条（履
修困難な各教科の学習指導））にかかわる事項のほかは、小学校の学習指導要領で定めているわ
けである。このような法令上の枠組みで教育課程の基準設定権は文部科学大臣の権限とされて
いるわけである。学習指導要領は学校教育法等に基づいて公示することによって初めてその効
力を発揮することとなる。
　まとめると、学習指導要領は学校教育について一定の水準を確保するために法令に基づいて
国が定めた教育課程の基準である。各学校における教育課程の編成実施に当たっては、これに
従わなければならないものであり、この意味で教育課程の国家基準立法である法規命令であり
法的拘束力を有している。「法的拘束力」にかかわることが学校現場で問題になる事例はそれほ
どないのが実情ではあるが、教育内容に対する信頼性の担保の措置としては必要なものといえ
よう。一方、学習指導要領の教科等に示す目標、内容等は中核的な事項に留めており、大綱的
なものであり、学校の教師の創意工夫を加えて学習指導が十分展開できるような仕組みになっ
ている。
　次に、学習指導要領の総則に内容取扱の原則として

第２　内容等の取扱いに関する共通的事項
１　第２章以下に示す各教科、道徳、外国語活動及び特別活動の内容に関する事項は、特

に示す場合を除き、いずれの学校においても取り扱わなければならない。
２　学校において特に必要がある場合には、第２章以下に示していない内容を加えて指導

することができる。

　これが、各学校において教師が創意工夫を加えて学習指導を十分展開する際の根拠になって
いる。
　また、「第２章以下に示す内容の取扱いのうち内容の範囲や程度等を示す事項」は、すべての
児童に対して指導するものとする内容の範囲や程度等を示したものであり、「学校において特に
必要がある場合には、この事項にかかわらず、指導することができる。」ここは、学習指導要領
の最低基準としての性格が記述されている。
　国は、すべからく重箱の隅をつつくように教育内容を決めているのではなく、全国的な観点
から教育の機会均等と教育水準の維持確保という社会的な要請を受けて、このことに限定して
最小限度必要なことを定め、それ以外は地域、学校の実態等にあわせて学校や教師の創意工夫
を加えて学習指導を行っていただくことを促している。

8
スクールコンプライアンスを考える



Ⅱ　「教育の目標」と学校の教育指導
　教育基本法の改正を受けて学校教育法や学習指導要領の定めるところに従って「教育の目標」
として定める内容に関する指導を行うことは、教員の職務上の責務である。なお、児童生徒の
内心にまで立ち入って強制するような教育指導を行い、内心の自由にかかわって評価すること
を求めていないことから、憲法で保障する「思想及び良心の自由」（第 19 条）には抵触しない。

【憲法】
第 15 条（１項　略）
２　すべて公務員は、全体の奉仕者であって、一部の奉仕者ではない。
第 19 条　思想及び良心の自由は、これを侵してはならない。

【教育基本法】
第１条　教育は人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要な
資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行われなければならない。
第２条　教育は、その目的を達成するため、学問の自由を尊重しつつ、次に掲げる目標を
達成するよう行われるものとする。
一　幅広い知識と教養を身に付け、真理を求める態度を養い、豊かな情操と道徳心を培う

とともに、健やかな身体を養うこと。
二　個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、創造性を培い、自主及び自律の精神を養

うとともに、職業及び生活との関連を重視し、勤労を重んずる態度を養うこと。
三　正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協力を重んずるとともに、公共の精神に基づき、

主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養うこと。
四　生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度を養うこと。
五　伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに他国を

尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。

【地方公務員法】
第 32 条　職員は、その職務を遂行するに当って、法令、条例、地方公共団体の規則及び地
方公共団体の機関の定める規程に従い、且つ、上司の職務上の命令に忠実に従わなければ
ならない。

【君が代ピアノ伴奏職務命令拒否戒告処分事件最高裁判決（平成 19 年２月 27 日）】
　「入学式の国歌斉唱の際にピアノ伴奏を求めることを内容とする本件職務命令が、ただち
に上告人の有する上記の歴史観ないし世界観それ自体を否定するものと認めることはでき
ないというべき・・・国歌斉唱に際し、音楽専科の教諭にそのピアノ伴奏を命ずるものであっ
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て、上告人に対して、特定の思想を持つことを強制したり、あるいはこれを禁止したりす
るものではなく、特定の思想の有無について告白することを強要するものでもなく、児童
に対して一方的な思想や理念を教え込むことを強制するものとみることもできない。
　さらに、憲法 15 条２項は、「すべて公務員は、全体の奉仕者であって、一部の奉仕者で
はない。」と定めており、地方公務員も、地方公共団体の住民全体の奉仕者としての地位を
有するものである。こうした地位の特殊性及び職務の公共性に鑑み、地方公務員法 30 条は、
地方公務員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっ
ては全力を挙げてこれに専念しなければならない旨規定し・・・法令等に従い、かつ、上
司の職務上の命令に忠実に従わなければならない旨規定するところ・・・本件職務命令は
思想及び良心の自由を侵すものとして憲法 19 条に反するとはいえない。」

【教育基本法改正に関する国会審議】
　（平成 18 年６月５日衆議院・教育特委　小坂文部科学大臣答弁）
　「教育の目標を法律で規定することによって、その教育の目標を人の内心にまで立ち入っ
て強制しようとするものではありませんから、憲法の定める内心の自由に抵触するもので
はないと考えておりますし、それらの事柄をわかりやすくこの法律の中に明記することは、
決してそれ自体が憲法に違反するわけではない。・・・あくまでも法律で規定し、国民の代
表たる国会議員の審議を経て決められたことというものを教育の目標として掲げ、それを
教育の現場に浸透させること自体、それが違憲的なものであろうとか、あるいはなしては
ならないことというふうには考えていないところでございます。」

【平成 18 年 11 月 22 日参議院・教育特委　安倍内閣総理大臣答弁】
　「小泉前総理も国を愛する心情についての評価ということは通知表においてはしない、ど
れくらい国を愛しているかということを通知表で評価すると、これは当然しないというこ
と・・・私も全くそれはそのとおりであります。しかし、そうした態度を養うために、我
が国の例えば歴史や文化や伝統あるいは偉人の業績等々について、また故郷の地域の素晴
らしさ等々を調べる、そういう調査をする、学習するという態度についての、それは評価
をするというのはこれは当然ではないだろうかと、このように思います。」

　教育基本法が改正された際、国会審議等において様々な論争があったわけであるが、その一
つは、教育基本法第２条に教育の目標を規定したことについてである。
　教育基本法第１条は、目的として教育は人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会
の形成者を育成すると規定し、個人的な側面と社会的国家的な側面に配慮しつつ、教育は健康
な国民の育成を期して行われなければならないと規定されるとともに、第２条はその目的を達
成するために一号から五号までに掲げる目標を達成するよう規定されているのである。教育の
目標は５つに分類されているが、一号では、教育全体を通じて基礎をなす知徳体のバランスの
とれた人格形成、人間形成を行っていくことを掲げている。
　二号は、「個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、創造性を培い、自主及び自律の精神を
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養うとともに、職業及び生活との関連を重視し、勤労を重んずる態度を養うこと。」を掲げてい
るが、これは、個人に関わるものである。
　三号は、「正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協力を重んずるとともに、公共の精神に基
づき、主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養うこと。」を規定し、今回新
たに公共の精神を盛り込んだ所に意義がある。主として社会との関わりに関するものである。
　四号は、「生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度を養うこと。」を規定す
るものであり、自然や環境との関わりに関するものである。最後に、五号が、「伝統と文化を尊
重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに、他国を尊重し、国際社会の平
和と発展に寄与する態度を養うこと。」を掲げ、主として日本人としての資質、あるいは国際社
会との関わりに関するものを規定し、国際社会に開かれた愛国心を養うことを教育の目標に掲
げているのである。
　教育基本法を改正するに当たって、中教審は国を愛する心を盛り込むことは必要であるが、
国家主義的なものになってはならないと釘を刺しているのであって、国際社会に開かれた国を
愛する態度を形成するという、21 世紀にふさわしい条項が盛り込まれているのである。この５
つの目標については、様々な議論があるが、１つは憲法 19 条に規定する思想良心の自由との
関わりである。

【憲法】第 19 条　思想及び良心の自由は、これを侵してはならない。

　この教育基本法改正において、教育の目標を定めて学校教育などにおいて子どもの内心に立
ち入ってこれを踏まえた教育指導を行うことは憲法 19 条が保障する思想良心の自由を侵すもの
であると批判をする考え方がある。憲法 19 条の思想良心の自由に関連して、国会でも問題になっ
たのであるが、例えば「国旗・国歌」の問題がある。思想良心の自由を侵してはならないとい
うのは、①特定の思想を強制しているのか、②思想良心を理由に不利益に取り扱っているのか、
③思想良心の発表を強制しているのかが、問題とされる。キリシタン禁教の江戸時代のように、
踏み絵を踏ませるというのは、キリスト教信者に対して思想良心を発表させるものであり、キ
リスト教信者であることで不利益な取扱を行い、さらに、キリスト教を信じるなという強制を
しているといえる。その時代に「思想良心の自由」はなかったが、現代的憲法が保障する思想
良心の自由の範疇に照らせば抵触するものである。我々は日本国憲法の下で教育を行っている
のであるから、憲法 19 条の思想良心の自由は当然尊重されるべきものである。改正教育基本
法に教育の目標として定めるということは、教育行政機関による恣意的な教育の目標設定では
なく、教育基本法の改正は国民の教育意思としての教育立法において必要最小限の教育の目標
を位置付けるものである。実際の学校における教育指導に当たっては、この２条に定める目標は、
あくまでも教育指導上の課題であって、子どもたちの内心にまで踏み入って、もし強制するよ
うなことがあるとすれば、そのような指導は許容されない。また、教育の目標が、一人一人の
子どもに内面的に定着したかどうかを評価するようなことも思想良心の自由との関わりにおい
て許容される限界を超えるおそれがあり、これを行わないよう留意をする必要がある。
　平成 18 年 6 月 5 日衆議院・教育特委における小坂文部科学大臣答弁で「教育の目標を法律
で規定することによって、その教育の目標を人の内心にまで立ち入って強制しようとするもの
ではありませんから、憲法の定める内心の自由に抵触するものではないと考えておりますし、
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それらの事柄をわかりやすくこの法律の中に明記することは、決してそれ自体が憲法に違反す
るわけではなく、あくまでも法律で規定し、国民の代表たる国会議員の審議を経て決められた
ことというものを教育の目標として掲げ、それを教育の現場に浸透させること自体、それが違
憲的なものであろうとか、あるいはなしてはならないことというふうには考えていないところ
でございます。」と述べている。他方、当時の安倍総理大臣が平成 18 年 11 月 22 日参議院・教
育特委において「小泉前総理も国を愛する心情についての評価ということは通知表においては
しない。どれくらい国を愛しているかということを通知表で評価することは当然しないという
こと。私も全くそれはそのとおりであります。しかし、そうした態度を養うために、我が国の
例えば歴史や文化や伝統あるいは偉人の業績等々について、また故郷の地域の素晴らしさ等々
を調べる、そういう調査をする、学習するという態度についての、それは評価をするというの
はこれは当然ではないだろうかと、このように思います。」と答弁している。進んで、歴史、文
化、伝統を調べる、偉人の業績を調べる、これを評価することはあっても、愛国心があるかど
うかが評価の対象となることはない。このことは、国会でも明らかになっていることである。
　教員は、教育関係の法規や職務上の上司の立場にある校長等の職務上の命令に従って誠実に
職務を遂行しなければならない。学習指導要領は法規としての性格を有しているので、校長を
中心として学校が責任を持って教育課程を編成して、これに基づいて教員は教育指導を行うと
いう職務上の責務がある。教員は学校の教育活動について子どもたちに教育の目標として定め
る内容について教育指導上の課題として指導を行うことは、教育基本法の改正を受けて学校教
育法や学習指導要領の定めるところによって誠実に職務を遂行しなければならないという教員
の「職務上の責務」であって憲法 19 条の侵害には当たらないものである。
　小学校の女性教員が、入学式に行われた国歌斉唱の際のピアノ伴奏を拒否した事案が裁判で
争われた事例がある。教員は、ピアノ伴奏の強制により、個人としての思想良心の自由が侵さ
れたと訴え、最高裁まで争われたものである。これは、校長の発した職務命令が争われたもの
であり、教員の職務上の責務を命令しただけのものであるから、職務命令の適法性に影響はない。
思想良心の自由との関係で最高裁は、「入学式の国歌斉唱の際にピアノ伴奏を求めることを内容
とする本件職務命令が、ただちに上告人の有する上記の歴史観ないし世界観（いわゆる天皇制
国家を賛美するものが国旗・国歌であるという歴史観、世界観）それ自体を否定するものと認
めることはできないというべき・・・国歌斉唱に際し、音楽専科の教諭にそのピアノ伴奏を命
ずるものであって、上告人に対して、特定の思想を持つことを強制したり、あるいはこれを禁
止したりするものではなく、特定の思想の有無について告白することを強要するものでもなく、
児童に対して一方的な思想や理念を教え込むことを強制するものとみることもできない。」と判
示し、憲法 19 条の思想良心の自由にかかわる、前述の３つのメルクマールである、①本人に
どういう思想を持っているか発表を強制する、②特定の思想を強制する、③特定の思想を持っ
ているゆえに不利益に扱う、これに該当すれば思想良心の自由を侵しているのであるが、国歌
伴奏は、そのような性格のものではないと断じている。従って、最高裁は、憲法 19 条の問題
は生じていないとの判断を示している。同様に、最高裁は、さらに、憲法 15 条２項は、「すべ
て公務員は、全体の奉仕者であって、一部の奉仕者ではない。」と定めており、地方公務員も、
地方公共団体の住民全体の奉仕者としての地位を有するものである。こうした地位の特殊性及
び職務の公共性に鑑み、地方公務員法 30 条は、「地方公務員は、全体の奉仕者として公共の利
益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては全力を挙げてこれに専念しなければならな
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い旨規定し・・・法令等に従い、かつ、上司の職務上の命令に忠実に従わなければならない旨
規定するところ・・・」と明確に述べているところである。今後教育の目標を巡ってこのよう
な問題が起こりうる可能性がある。憲法 19 条との関係では、前述したことに留意すれば問題
は生じないと考える。

Ⅲ　教育の中立性の確保
　教育の中立性の確保は、公教育の中核をなす原理であり、我が国の教育行政においても、教
育の中立性の確保、すなわち、教育の政治的中立性と宗教的中立性の維持確保が重視されている。

【憲法】
第 15 条（１項　略）
２　すべて公務員は、全体の奉仕者であって、一部の奉仕者ではない。
第 20 条　信教の自由は、何人に対してもこれを保障する。いかなる宗教団体も、国から特
権を受け、又は政治上の権力を行使してはならない。
２　何人も、宗教上の行為、祝典、儀式又は行事に参加することを強制されない。
３　国及びその機関は、宗教教育その他いかなる宗教的活動もしてはならない。

【教育基本法】
第 6 条　法律に定める学校は、公の性質を有するものであって、国、地方公共団体及び法
律に定める法人のみがこれを設置することができる。（以下略）
第 14 条　良識ある公民として必要な政治的教養は、教育上尊重されなければならない。
２　法律に定める学校は、特定の政党を支持し、又はこれに反対するための政治教育その

他政治的活動をしてはならない。
第 15 条　宗教に関する寛容の態度、宗教に関する一般的な教養及び宗教の社会生活におけ
る地位は、教育上尊重されなければならない。
２　国及び地方公共団体が設置する学校は、特定の宗教のための宗教教育その他宗教的活

動をしてはならない。

【地方公務員法】
第 36 条　職員は、政党その他の政治的団体の結成に関与し、若しくはこれらの団体の役員
となってはならず、又団体の構成員となるように、若しくはならないように勧誘運動をし
てはならない。
２　職員は、特定の政党その他の政治的団体又は特定の内閣若しくは地方公共団体の執行

機関を支持し、又はこれに反対する目的をもって、あるいは公の選挙又は投票において
特定の人又は事件を支持し、又はこれに反対する目的をもって、次に掲げる政治的行為
をしてはならない。ただし、当該職員の属する地方公共団体の区域（カッコ内略）外に
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おいて、第一号から第三号まで及び第五号に掲げる政治的行為をすることができる。
一　公の選挙又は投票において投票をするように、又はしないように勧誘運動をすること。
二　署名運動を企画し、又は主宰する等これに積極的に関与すること。（以下略）

【教育公務員特例法】
第 18 条　公立学校の教育公務員の政治的行為の制限については、当分の間、地方公務員法
第 36 条の規定にかかわらず、国家公務員の例による。
２　前項の規定は、政治的行為の制限に違反した者の処罰につき国家公務員法第 110 条第

１項の例による趣旨を含むものと解してはならない。
※国家公務員法第 110 条・・罰則規定

【義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関する臨時措置法】
第３条　何人も、教育を利用し、特定の政党その他の政治的団体（以下「特定の政党等」
という。）の政治的勢力の伸長又は減退に資する目的をもって、学校教育法に規定する学校
の職員を主たる構成員とする団体（その団体を主たる構成員とする団体を含む。）の組織又
は活動を利用し、義務教育諸学校に勤務する教育職員に対し、これらの者が、義務教育諸
学校の児童又は生徒に対して、特定の政党等を支持させ、又はこれに反対させる教育を行
うことを教唆し、又はせん動してはならない。

【公職選挙法】
第 137 条　教育者（学校教育法に規定する学校の長及び教員をいう。）は、学校の児童、生
徒及び学生に対する教育上の地位を利用して選挙運動をすることができない。

【津地鎮祭事件最高裁判決（昭和 52 年 7 月 13 日）】
　「政教分離原則は、国家が宗教的に中立であることを要求するものではあるが、国家が宗
教とのかかわり合いを持つことを全く許さないとするものではなく、宗教とのかかわり合
いをもたらす行為の目的及び効果にかんがみ、そのかかわり合いが右の諸条件に照らし相
当とされる限度を超えるものと認められる場合にこれを許さないとするものであると解す
べき」
　「憲法 20 条 3 項にいう宗教的活動とは、前述の政教分離原則の意義に照らしてこれをみ
れば、およそ国及びその機関の活動で宗教とのかかわり合いを持つすべての行為を指すも
のではなく、そのかかわり合いが右にいう相当とされる限度を超えるものに限られるとい
うべきであって、当該行為の目的が宗教的意義をもち、その効果が宗教に対する援助、助長、
促進又は圧迫、干渉等になるような行為をいうものと解すべきである。」
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【エホバの証人高等専門学校生退学処分事件最高裁判決（平成 8 年 3 月 8 日）】
　「信仰上の真摯な理由から剣道実技に参加することができない学生に対し、代替措置とし
て、例えば、他の授業実技の履修、レポートの提出等を求めた上で、その成果に応じた評
価をすることが、その目的において宗教的意義を有し、特定の宗教を援助、助長、促進す
る効果を有するものということはできず、他の宗教者又は無宗教者に圧迫、干渉を加える
効果があるともいえないのであって、およそ代替措置を採ることが、その方法、態様のい
かんを問わず、憲法 20 条 3 項に違反するということができないことは明らかである。」

　教育行政は、中立公正に行われることを旨とすべきである。戦後、文部科学大臣になられた
田中耕太郎先生は、教育基本法の立案準備にご尽力された大臣であり、後に最高裁長官もされ
た有名な方であるが、国の統治構造は、一般的に、司法・立法・行政の三権分立となっているが、

「教権」も含めた四権分立、つまり教育権は、司法と同様、政治的には独立していなければなら
ないのだと言われた。教育行政は政治的な思惑と離れたところで中立的に行われるべきだと長
らく言われてきたところである。
　教育の中立性の確保は、公教育の中核をなす原理であると考える。我が国の教育行政におい
ても教育の中立性の確保が重視されており、この中立性の中には政治的な中立性と宗教的な中
立性がある。公教育の目的は、個人の人格の完成とともに国家社会の有為な形成者を育成する
ということにある以上、一般的に教育に対して政治は無関心ではあり得ないわけである。しかし、
教育が特定の政治的イデオロギーや党派的な利害によって左右されることは決して望ましくな
いことは明らかである。このため、教育行政は政治からの中立性が強く要請されているわけで
ある。教育基本法第 14 条「良識ある公民として必要な政治的教養は、教育上尊重されなけれ
ばならない。」と規定されており、国民主権あるいは基本的人権の尊重、平和主義これらを基調
とする日本国憲法の理念に沿って民主的国家の形成者として真に次代を担う公民たるにふさわ
しい政治的教養の学習は不可欠だということは、教育基本法にも明定されているところである。
しかしながら、この政治的教養の学習は不可欠とはいえ、第 2 項で定めるように「法律に定め
る学校（国公私立の学校）は、特定の政党を支持し、又はこれに反対するための政治教育その
他政治的活動をしてはならない。」と定めており、国公私立の学校を通じて党派的な政治教育を
禁止するとしている。
　憲法第 21 条で言論表現の自由があり、一般的に教員にも市民的な言論表現の自由がある。ど
のように子どもたちに教えるかということも自由であるとする教育の自由論からすると様々な
議論が生じる。しかし、学校の教員は、その職務の公共性が高い。これは、憲法第 15 条第２
項にもあるように、「すべて公務員は、全体の奉仕者であって、一部の奉仕者ではない。」とす
る職務の公共性からきているものである。従って、学校教育における党派的政治教育などの政
治活動の実施が教育本来の目的を阻害することは明らかである。言論表現の自由など憲法が保
障する自由権といえども、教育の政治的中立性、教員の職務の公共性など重要な公共の利益を
擁護するためには、合理的かつ必要やむを得ない限度において制約される、これは憲法上許容
されると言うことである。これまでの裁判例においても、教員も市民的自由を享受するが、教
員の職務の公共性に鑑みて必要やむを得ない限度において言論表現の自由が制約されるのは公
共の利益を擁護するために許容されるものだとされている。
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　なお、昭和 29 年に制定されている「義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関
する臨時措置法」では、教育基本法の精神に基づいて義務教育の政治的中立性を確保すること
が目的であると第１条で規定され、第 3 条では、「何人も（学校外の者を指す）、教育を利用し、
特定の政党その他の政治的団体（以下「特定の政党等」という。）の政治的勢力の伸長又は減退
に資する目的をもって、学校教育法に規定する学校の職員を主たる構成員とする団体（その団
体を主たる構成員とする団体を含む。）の組織又は活動を利用し、義務教育諸学校に勤務する教
育職員に対し、これらの者が、義務教育諸学校の児童又は生徒に対して、特定の政党等を支持
させ、又はこれに反対させる教育を行うことを教唆し、又はせん動してはならない。」と規定し、
政治教育をせん動、教唆することを禁止している。このような法律があること自体が不幸なこ
とではあるが、やはり教育者というものは、あくまでも中立性を確保しつつ、誠実に教育活動
に取り組まなければならない。また、公職選挙法においても、「第 137 条　教育者（学校教育
法に規定する学校の長及び教員をいう。）は、学校の児童、生徒及び学生に対する教育上の地位
を利用して選挙運動をすることができない。」と規定されているが、当たり前の話である。これ
は、国公立学校だけではなく私立学校にも適用される条文である。
　先生方は地方公務員である。地方公務員法の適用がある一方、教育公務員としての勤務の特
殊性から教育公務員特例法の適用を受ける。地方公務員法の第 36 条では「職員は、政党その
他の政治的団体の結成に関与し、若しくはこれらの団体の役員となってはならず、又団体の構
成員となるように、若しくはならないように勧誘運動をしてはならない。」また２項では、「職
員は、特定の政党その他の政治的団体又は特定の内閣若しくは地方公共団体の執行機関を支持
し、又はこれに反対する目的をもって、あるいは公の選挙又は投票において特定の人又は事件
を支持し、又はこれに反対する目的をもって、次に掲げる政治的行為をしてはならない。ただし、
当該職員の属する地方公共団体の区域（カッコ内略）外において、第一号から第三号まで及び
第五号に掲げる政治的行為をすることができる。一　公の選挙又は投票において投票をするよ
うに、又はしないように勧誘運動をすること。二　署名運勤を企画し、又は主宰する等これに
積極的に関与すること。（以下略）」とされ、政治活動は禁止されている。ところが、地方公務
員法第 36 条では、当該者が勤務する区域外では一定の政治活動が許容されている。
　しかし、教員については一律全国どこの地にあってもその政治活動はしてはならないとする
教育公務員特例法の第 18 条「公立学校の教育公務員の政治的行為の制限については、当分の間、
地方公務員法第 36 条の規定にかかわらず、国家公務員の例による。」の規定になっている。こ
れは国家公務員と同様であることを意味する。公立学校の教育者は、地方公務員としてのその
行政区画の全体の奉仕者ではなく、国全体の公教育に関する奉仕者である性格を持っているこ
とからする規制であるのである。これが政治的中立性に関わる部分である。
　次に、宗教的中立性についてである。これは憲法第 20 条「信教の自由は、何人に対しても
これを保障する。いかなる宗教団体も、国から特権を受け、又は政治上の権力を行使してはな
らない。」、第２項「何人も、宗教上の行為、祝典、儀式又は行事に参加することを強制されない。」
と規定している。これが問題になったのは、後で解説する【津地鎮祭事件最高裁判決（昭和 52
年７月 13 日）】である。第３項「国及びその機関は、宗教教育その他いかなる宗教的活動もし
てはならない。」、「国及びその機関は」は「公立学校すべて」の根拠部分である。憲法が「国」
と書いてあるのは、「地方公共団体を含む」の意味である。したがって、地方公共団体が設置す
る機関としての公立学校教育機関が含まれるわけである。私立学校は宗教的起源のある学校も
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あるので、そのようなところの宗教教育は自由である。この大原則は近代国家の公教育原理の
中で中核的原理を占めるものである。国家の宗教的中立性を制度的に保障する政教分離の原則
である。公教育は世俗性を原理の一つとしている。これを徹底的に実施しているのがフランス
である。フランスの公教育は、「ライシテの原則」といい、宗教を国家から明確に切り分けてい
る。フランスは水曜日が学校の休日となっているが、家庭での宗教教育の時間としているため
である。学校は、宗教には全く関わらず家庭の問題であるとしている。
　フランスの公教育をめぐっては、20 年前にイスラムスカーフ事件があった。イスラム系移民
の女生徒がスカーフを被って登校したことから、校長が宗教的シンボルなので学校に来てはな
らないとして大問題になった。今日に至るも、フランス国家は、「宗教シンボル禁止法」という
法律を作ってイスラムであろうとキリスト教であろうとユダヤ教であろうと宗教的シンボルを
着けて学校に来ることは許さないという厳しい政教分離の原則的な考え方をとっている。近代
国家の源はこれに発しているのである。我が国の憲法でも、第 20 条で信教の自由を保障する
とともに政教分離の原則を明らかにして、「国及びその機関は」、宗教教育、宗教活動をしては
ならないと明確にしている。このことは、教育基本法の第 15 条においても、公教育における
宗教の取扱に関して規定されており、「宗教に関する寛容の態度、宗教に関する一般的な教養及
び宗教の社会生活における地位は、教育上尊重されなければならない。」とあり宗教に関する一
般的な教養は政治的教養と同様に尊重していくとしつつ、第 2 項で、「国及び地方公共団体が設
置する学校は、特定の宗教のための宗教教育その他宗教的活動をしてはならない。」と宗教教育
を禁止している。教育基本法の改正議論の際、子ども達の規範意識が衰えているということで
宗教的な情操を養うべきではないかという議論もあった。しかし、「宗教的情操」というものは
多義的な概念であるし、また、ある特定の宗教宗派を離れて宗教的な情操というものを子ども
達に指導することが可能なのかということについての懸念があり、宗教的情操の涵養というこ
とは改正法には盛り込まれていない。
　公立学校で特定の宗教を支持したり、特定の宗教宗派または教団を支援するような教育を実
施してはならない。このことは、学校教育だけではなく社会教育についても適用されており、
社会教育法第 23 条でも「市町村の設置する公民館では特定の宗教を支持するような活動は禁止」
する旨規定しているところである。
　教育の宗教的中立性は、先ほど述べた政治的中立性の場合とは少し異なり、国立と公立学校
における特定宗教のための宗教教育の禁止であるから、私立学校における宗教教育は自由になっ
ているところであることは留意する必要がある。教育課程の編成について学校教育法施行規則
に定めている第 50 条の第 2 項「私立の小学校の教育課程を編成する場合は、前項の規定にか
かわらず、宗教を加えることができる。この場合においては、宗教をもつて前項の道徳に代え
ることができる。」としていることからもわかる。
　政治的中立性は、国公私の学校すべからく、公の教育を行う場でその確保が求められる。教
育基本法第 6 条に規定されているように「学校は公の性質を有する」とされ、公の性質を有す
る学校事業は公教育である。公教育の主体は法律に定める学校が行う。法律に定める学校は国
公私立である。私立学校も含めて公教育の主体であり、これらの学校における教育の政治的中
立が要請されているのである。
　次に、宗教教育をめぐって、日本人は宗教的関心が比較的薄いのであまり問題にはなってい
ないだろうと考える向きもあるが、実は学校教育の中で様々な問題事例が発生している。【津地
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鎮祭事件最高裁判決（昭和 52 年 7 月 13 日）】では、三重県津市が市立体育館を建てる起工式
に神式の儀式で工事の無事安全を祈るという催しを行った際、それに市議会議員が参加し、公
費を持って行われたことで憲法第 20 条の第２項に反し、宗教に関する第 89 条の公金の支出に
も反するということで裁判になった事案である。最高裁は、「政教分離原則は、国家が宗教的に
中立であることを要求するものではあるが、国家が宗教とのかかわり合いを持つことを全く許
さないとするものではなく、宗教とのかかわり合いをもたらす行為の目的及び効果にかんがみ、
そのかかわり合いが右の諸条件に照らし相当とされる限度を超えるものと認められる場合にこ
れを許さないとするものであると解すべき」と判示するとともに、「憲法 20 条３項にいう宗教
的活動とは、前述の政教分離原則の意義に照らしてこれをみれば、およそ国及びその機関の活
動で宗教とのかかわり合いを持つすべての行為を指すものではなく、そのかかわり合いが右に
いう相当とされる限度を超えるものに限られるというべきであって、当該行為の目的が宗教的
意義をもち、その効果が宗教に対する援助、助長、促進又は圧迫、干渉等になるような行為を
いうものと解すべきである。」と判断した。何が宗教活動に該当し、禁止されるのかについての
判断基準は、この津地鎮祭の最高裁判決が述べているとおり、「当該行為の目的が宗教的意義を
もち、その効果が宗教に対する援助、助長、促進又は圧迫、干渉等に」当たるような宗教的活
動が禁止されている。これを、「目的効果基準」という。この判決は、何が宗教活動に当たるか、
何が習俗的行為かの判断基準として目的効果基準を立てたのである。この目的効果基準に沿っ
て、国及びその機関における行為を判断していくことになるわけである。国及びその機関の行
う活動行為であって、「目的」において宗教的な意義を持っていたのか、また、「効果」におい
て特定の宗教宗派を援助、助長したりあるいは圧迫を加えるような意図があったのかにより、
当該活動と行為が宗教的行為に該当するのかどうかを判断しようとするものである。というこ
とになると、一切の行為が宗教的行為として禁止されるものではない。学級でクリスマス会を
実施するとか、給食の時間にいただきますを言うとか、細かいことを議論すれば、どこまでが
宗教的でどこまでが習俗的なのか沢山出てくるのである。子ども達に、どのような目的でどの
ような行為をさせるかで宗教的なのか習俗的なのかを分けていくことになる。一切合切が宗教
伝来のものであるから駄目であるということではないのである。
　また、文化財に指定されている神社仏閣が台風等で棄損した場合、保存修復の費用は、国が
補助金を出しているのであるが、これが「宗教」に対する公金支出であるならば、憲法第８９
条で公金支出が禁止される対象となる。しかし、これは、文化財である神社仏閣の保存修復の
ために国が援助しているのであって、当該宗教を支援するために実施しているのではない。こ
のように、目的効果基準に則して学校における教育活動を考えれば、心配することはないであ
ろうと考える。さらに、学校において裁判になったケースは、幾つかあるが、１つあげると、【エ
ホバの証人高等専門学校生退学処分事件最高裁判決（平成８年３月８日）】神戸市立高等専門学
校での事例がある。当該校へ入学した学生は、体育の授業において、信仰上の理由から、武道
の受講を拒否した。当該校は、武道は必修なので体育の単位が与えられなければ、進級ができ
ない上、これが二年続くと退学になるシステムだった。結局当該学生は退学となった。この退
学処分が最高裁まで争われたのであるが、「信仰上の真摯な理由から剣道実技に参加することが
できない学生に対し、代替措置として、例えば、他の授業実技の履修、レポートの提出等を求
めた上で、その成果に応じた評価をすることが、その目的において宗教的意義を有し、特定の
宗教を援助、助長、促進する効果を有するものということはできず、他の宗教者又は無宗教者
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に圧迫、干渉を加える効果があるともいえないのであって、およそ代替措置を採ることが、そ
の方法、態様のいかんを問わず、憲法 20 条３項に違反するということができないことは明ら
かである。」と判断し、学生側が勝訴した。校長は、当該学生の主張に従い、他の授業で代替す
ることを認めれば、その宗教を援助助長ことになるのではないかと解し、特別な取扱をしない
と判断したのかもしれない。しかしながら、剣道の実技に参加しなかったからと言って退学と
いうのは、比較衡量の原則、あるいは社会通念に照らしても不合理な教育措置であり、代替的
な措置をとるなどの教育的配慮が求められたといえよう。

Ⅳ　教育委員会と学校
　地方公共団体の設置する学校については、学校の管理機関である教育委員会が設置者として
の一般的支配権を有し、その管理運営に責任を有するが、他方、学校が本来の目的を効果的に
達成できるよう、学校の自主性を可能な限り発揮させるよう、学校の管理運営についての両者
の責任分担の基本的在り方について「学校管理規則」が定められている。

【学校教育法】
第５条　学校の設置者は、その設置する学校を管理し、法令に特別の定のある場合を除い
ては、その学校の経費を負担する。
第 38 条　市町村は、その区域内にある学齢児童を就学させるに必要な小学校を設置しなけ
ればならない。
※同規定は、中学校に準用（第 49 条）

【地方教育行政の組織及び運営に関する法律】
第 23 条　教育委員会は、当該地方公共団体が処理する教育に関する事務で、次に掲げるも
のを管理し、及び執行する。
一　教育委員会の所管に属する第 30 条に規定する学校その他の教育機関（以下「学校その

他の教育機関」という。）の設置、管理及び廃止に関すること。
二　学校その他の教育機関の用に供する財産（以下「教育財産」という。）の管理に開する

こと。
三　教育委員会及び学校その他の教育機関の職員の任免その他の人事に関すること。
四　学齢生徒及び学齢児童の就学並びに生徒、児童及び幼児の入学、転学及び退学に関す

ること。
五　学校の組織編制、教育課程、学習指導、生徒指導及び職業指導に関すること。
六　教科書その他の教材の取扱に関すること。
七　校舎その他の施設及び教具その他の設備の整備に関すること。
八　校長、教員その他の教育関係職員の研修に関すること。

（以下　略）
第 30 条　地方公共団体は法律で定めるところにより、学校、図書館、博物館、公民館その
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他の教育機関を設置するほか、条例で、教育に関する専門的、技術的事項の研究又は教育
関係職員の研修、保健若しくは福利厚生に関する施設その他の必要な教育機関を設置する
ことができる。
第 33 条　教育委員会は、法令又は条例に違反しない限度において、その所管に属する学校
その他の教育機関の施設、設備、組織編制、教育課程、教材の取扱その他学校その他の教
育機関の管理運営の基本的事項について、必要な教育委員会規則を定めるものとする。（以
下　略）
２　前項の場合において、教育委員会は、学校における教科書以外の教材の使用について、

あらかじめ、教育委員会に届け出させ、又は教育委員会の承認を受けさせることとする
定を設けるものとする。

第 37 条　市町村立学校職員給与負担法第１条及び第２条に規定する職員（以下「県費負担
教職員」という。）の任命権は、都道府県教育委員会に属する。
第 38 条　都道府県教育委員会は、市町村委員会の内申をまって、県費負担教職員の任免そ
の他の進退を行うものとする。
第 43 条　市町村委員会は、県費負担教職員の服務を監督する。
２　県費負担教職員は、その職務を遂行するに当って、法令、当該市町村の条例及び規則

並びに当該市町村委員会の定める教育委員会規則及び規程（前条又は次項の規定によっ
て都道府県が制定する条例を含む。）に従い、かつ、市町村委員会その他職務上の上司の
命令に忠実に従わなければならない。

【永山中学校事件最高裁判決（昭和 51 年５月 21 日）】
　「市町村教委は、市町村立の学校を所管する行政機関として、その管理権に基づき、学校
の教育課程の編成について基準を設定し、一般的な指示を与え、指導、助言を行うとともに、
特に必要な場合には具体的な命令を発することもできると解するのが相当であるから、旭
川市教委が、各中学校に対し、授業計画を変更し、学校長をテスト責任者としてテストの
実施を命じたことも、手続き的には適法な権限に基づくもの」

【中教審答申「今後の地方教育行政の在り方について」平成 10 年９月 21 日】
　「子どもの個性を伸ばし、地域に開かれた特色ある学校づくりを実現するためには、・・・
教育委員会と学校との基本的な関係を踏まえて、校長が、自らの教育理念や教育方針に基
づき、各学校において地域の状況等に応じて、特色ある教育課程を編成するなど自主的・
自律的な学校運営を行うことが必要である。」
　「教育委員会と学校との関係を定めている学校管理規則は・・・学校の組織編制や教育課
程、教材の取扱い等学校の管理運営に関する基本的事項について定めている。しかしながら、
実際の学校管理規則においては、許可・承認・届け出・報告等について詳細に教育委員会
の関与を規定し、学校の自主性を制約しているものが少なくない。
　このような学校管理規則について、学校予算の結成と執行などに関する事項も含め教育
委員会と学校との基本的権限関係全体を明らかにするとともに、教育委員会の関与を整理
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縮小し、学校の裁量権限を拡大する観点から、学校管理規則のあり方についてその連用を
含め幅広く見直すことが必要である。」

　地方公共団体の設置する学校、いわゆる公立学校については、学校の設置者は地方公共団体
であり、設置の公立学校の管理機関である教育委員会が設置者としての一般的な支配権を有し、
その管理運営に責任を有する。しかし、このことは直ちに、教育委員会が須く学校の管理運営
を行うのかというと、そのような非現実的な話はありえない。学校が本来の目的を効果的に達
成できるよう学校の自主性を可能な限り発揮させるよう学校の管理運営についての両者の責任
分担の基本的な在り方について学校管理規則が定められている。学校管理規則というのは、な
じみの深い教育委員会規則であり、これに精通し、学校の管理運営を行わなければならない。
それぞれの自治体の公立学校については、それぞれの自治体の教育委員会が教育委員会規則と
して学校管理規則を定めている。
　学校の設置は、都道府県あるいは市町村の条例に基づいて行われる。この設置条例により、
都道府県段階では、高等学校や特別支援学校、また、小中学校であれば市町村が設置主体とし
て各学校を設置するわけである。そして、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（以下「地
教行法」という。）第 23 条の規定によって、教育委員会が公立学校の管理運営についての権限
を有することになっている。公立小中学校の設置は、小学校であれば、学校教育法第 38 条「市
町村は、その区域内にある学齢児童を就学させるに必要な小学校を設置しなければならない。」
と市町村の設置義務が課されている。中学校も第 49 条で準用されており、市町村の小中学校
設置義務が、明示されている。設置義務のある市町村が設置したものは管理機関として教育委
員会に管理が任されるという構造となっているのである。
　学校教育法第５条では、「学校の設置者は、その設置する学校を管理し、法令に特別の定のあ
る場合を除いては、その学校の経費を負担する。」としており、ここにいう設置者管理主義、設
置者負担主義は、学校の設置管理の基本原則というべきものである。最近流行の学校改革のモデ
ルとしての「チャータースクール」は、アメリカで実施されているが、そのシステムは、「公設
民営の公立学校」であって我が国では、設置者管理主義に反するスキームである。近年、保育所、
体育館、図書館等々については地方自治法上の「指定管理者制度」の適用対象となる事例が増加
している。地方公共団体において民間事業者に対しても包括的に公の事業を委託することができ
るという地方自治法の改正が行われ、民間委託が進められている。しかし、公立学校のチャーター
スクールについては、指定管理者制度の議論とも絡まって、その導入を主張する向きもあるが、
国としては、学校における「設置者管理主義の原則」に基づいて制度的に認めていないわけであ
る。なお、この第５条で「法令に特別の定のある場合」というのは、学校の経費は設置する市町
村が負担をするが、市町村立学校職員給与負担法により、職員の給与は都道府県が負担するとい
う特例がある。このことは明らかに「法令に特別の定のある」にあたる例外である。
　地方公共団体の設置する学校においては、学校の管理機関である教育委員会が設置者として
の一般的支配権を有し、管理運営に責任を有する。管理というと言葉が堅いのであるが、学校
経営・マネジメントのことである。マネジメントは学校教育という事業を経営する作用である。
内容は、人的管理、物的管理、運営管理の３つに大別することができる。この教育委員会が持っ
ている管理権について、須く教育委員会が行うということは非現実的である。先ほど述べたよ
うに学校が本来の目的を効果的に達成できるように学校の自主性にできる限り任せることが重
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要である。従って、学校の管理運営に関して、教育委員会と学校の責任や役割をどのように分
担するのか、基本的な在り方を定めるのが学校管理規則ということである。管理規則という言
葉は厳めしいが、できる限り学校の自主的な権能を明らかにさせるという意味で設けられてい
る。地教行法の第 30 条では、「地方公共団体は法律で定めるところにより、学校、図書館、博
物館、公民館その他の教育機関を設置するほか、条例で、教育に関する専門的、技術的事項の
研究又は教育関係職員の研修、保健若しくは福利厚生に関する施設その他の必要な教育機関を
設置することができる。」と教育機関の設置を規定するとともに、第 33 条で、「教育委員会は、
法令又は条例に違反しない限度において、その所管に属する学校その他の教育機関の施設、設備、
組織編制、教育課程、教材の取扱その他学校その他の教育機関の管理運営の基本的事項について、
必要な教育委員会規則を定めるものとする。（以下略）」と定められている。市町村の定める学
校管理規則を見たことがあると思うが、すでに校長は様々な権限を有している。例えば、児童
生徒への懲戒権も、学校教育法に基づいて持っている権限である。また、学校保健安全法に基
づき、伝染病が発生したときの出席停止を講ずる権限等々もある。しかし、学校管理規則の中
では、校長の権限として既に法令等で定められていることの確認規定も当然入っている。事務
の委任に関する地教行法の規定に基づいて教育委員会から教育長に降りて教育長から各学校長
に委任された事項の処理方法に関する規定もある。あるいは、教育委員会の権限であるが、内
部的に校長に専決させようという規定もある。その他、事実行為に関する規定など様々なタイ
プの規定が学校管理規則の中に入っていて、この学校管理規則において校長はどこまでが自分
の守備範囲なのか、どこからが教育委員会なのか、どことどこがお互いの連携協力する部分な
のかが明らかにされている。国は、近年学校経営において、できる限り学校の裁量を拡大する
必要があるという立場に立っている。【中教審答申「今後の地方教育行政の在り方について」平
成 10 年 9 月 21 日】以降、何度か中教審答申が学校の自主自律の確立を提言している。私は、
教育講演のたびに、スクール・ベイスト・マネジメントつまり、学校に基礎をおいたマネジメ
ントを行う必要があると述べている。教育委員会は、学校にできるだけ権限を委譲していく必
要があるいうことである。学校の裁量を拡大して、自主自律的な経営を進める観点から見ると、
未だ学校管理規則には、教育委員会に過剰に留保されている権限があると考えられる。例えば、
教育課程の編成は学校長の責任であるが、これに対して許可を与えるとか、承認を与えるといっ
た管理規則もある。このようなことは、止めるべきで、単に届出をさせればよい。教育課程・
補助教材・修学旅行・休業日の変更・学期の設定など様々に許可承認を与えるものが現在も多い。
そういったものはできる限り学校長の判断に委ね、報告させ、その上で疑義があれば、教育委
員会が指導を行えばよい。学校管理規則は、できるだけ学校の判断と責任に委ね、教育委員会
の関与を縮減するという見直しを進めていくことが肝要である。
　【永山中学校事件最高裁判決（昭和 51 年５月 21 日）】にあるように、教育委員会と学校が、
指導助言の関係で良好に行くようであればよいのであるが、危機的な状況の時に、教育委員会
が一般的な指示や指導・助言を行うとともに、特に必要がある場合に具体的な命令を発するこ
とができるとされている。しかし、このようなことを発動するのは、教育委員会と学校の信頼
関係を損なうおそれのあるものである。教育委員会と学校が、信頼関係のもとに、それぞれの
役割・責任を果たすことが大切である。
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Ⅴ　学校の管理運営
　学校には、学校教育法に基づき、校長、教頭、教諭、養護教諭、事務職員等の職員が置かれ、
校長は、学校運営の責任者として、校務をつかさどり、所属職員を監督するものとされている。
学校が組織として一体的に教育活動を展開できるよう校務分掌が定められ、教職員が校務を分
担するとともに、校務分掌に係る連絡調整・指導助言を行う主任が置かれている。平成 19 年
の学教法改正により、学校における組織運営体制や指導体制の確立を図るため、新たに、学校
に副校長、主幹及び指導教諭を置くことができることとなった。

【学校教育法】
第 37 条（１項～３項略）
４　校長は、校務をつかさどり、所属職員を監督する。
５　副校長は、校長を助け、命を受けて校務をつかさどる。
６　副校長は、校長に事故があるときはその職務を代理し、校長が欠けたときはその職を

行う。この場合において、副校長が２人以上あるときは、あらかじめ校長が定めた順序で、
その職を代理し、又は行う。

７　教頭は、校長（副校長を置く小学校にあっては、校長及び副校長）を助け、校務を整理し、
及び必要に応じ児童の教育をつかさどる。

８　教頭は、校長（副校長を置く小学校にあっては、校長及び副校長）に事故があるとき
は校長の職務を代理し、校長（副校長を置く小学校にあっては、校長及び副校長）が欠
けたときは校長の職務を行う。この場合において、教頭が２人以上あるときは、あらか
じめ校長が定めた順序で、校長の職務を代理し、又は行う。

９　主幹教諭は、校長（副校長を置く小学校にあっては、校長及び副校長）及び教頭を助け、
命を受けて校務の一部を整理し、並びに児童の教育をつかさどる。

10　指導教諭は、児童の教育をつかさどり、並びに教諭その他の職員に対して、教育指導
の改善及び充実のために必要な指導及び助言を行う。

11　教諭は、児童の教育をつかさどる。

【学校教育法施行規則】
第 43 条　小学校においては、調和のとれた学校運営が行われるためにふさわしい校務分掌
の仕組みを整えるものとする。
第 44 条　小学校には、教務主任及び学年主任を置くものとする。
３　教務主任は、校長の監督を受け、教育計画の立案その他の教務に関する事項について

連絡調整及び指導、助言に当たる。
４　学年主任は、校長の監督を受け、当該学年の教育活動に関する事項について連絡調整

及び指導、助言に当たる。
第 48 条　小学校には、設置者の定めるところにより、校長の職務の円滑な執行に資するた
め、職員会議を置くことができる。
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２　職員会議は、校長が主宰する。
第 19 条　小学校には、設置者の定めるところにより、学校評議員を置くことができる。
２　学校評議員は、校長の求めに応じ、学校運営に関し意見を述べることができる。
３　学校評議員は、当該小学校の職員以外の者で教育に関する理解及び識見を有するもの
のうちから、校長の推薦により、当該小学校の設置者が委嘱する。
第 66 条　小学校は、当該小学校の教育活動その他の学校運営の状況について、自ら評価を
行い、その結果を公表するものとする。
第 67 条　小学校は、前条の規定による評価の結果を踏まえた当該小学校の児童の保護者そ
の他の学校関係者による評価を行い、その結果を公表するよう努めるものとする。

【東京高裁判決　昭和 42 年 9 月 29 日】
　「学校教育法第 28 条は、・・・各種職員の地位を明らかにするため、その主たる職務を摘
示した規定と解すべきであるから、同条第４項の規定を根拠として児童に対する教育活動
以外は一切教諭の職務に属しないものと断ずることは許されない。もとより教諭は、児童
生徒の教育を掌ることをその職務の特質とするものではあるが、その職務はこれのみに限
定されるものではなく、教育活動以外の学校営造物の管理運営に必要な校務も学校の所属
職員たる教諭の職務に属する。」

【中教審答申「新しい時代の義務教育を創造する」平成 17 年 10 月 26 日】
　「学校が主体的に教育活動を行い、保護者や地域住民に直接説明責任を果たしていくため
には、学校に権限を与え、自主的な学校運営を行えるようにすることが必要である。・・・
権限がない状態で責任を果たすことは困難であり、特に教育委員会において、人事、学級
編制、予算、教育内容等に関し学校・校長の裁量権限を拡大することが不可欠である。」
　「機動的な学校運営のため、・・・校長が、その権限と責任において決定すべき事項と、
職員会議等を有効に活用することがふさわしい事項とを区別して学校運営に当たることが
重要である。これによって、学校の意思決定が、校長のリーダーシップの下に、高い透明
性を確保し、公平・公正に行われることが重要である。」
　「学校や自治体の裁量を拡大し主体性を高めていく場合、それぞれの学校や地方自治体の
取組の成果を評価していくことは、教育の質を保障する上で益々重要となる。また、近年
の学校教育の質に対する保護者・国民の関心の高まりに応えるためにも、学校評価を充実
することが必要となっている。」
　「地域に開かれ信頼される学校を実現するためには、保護者や地域住民の意見や要望を的
確に反映させ、それぞれの地域の創意工夫を生かした特色ある学校づくりを進めることが
不可欠である。・・・このため、学校運営協議会や学校評議員制度の積極的活用を通じて、
保護者や地域住民の学校運営への参加を促進する必要がある。」

　教育委員会と学校との関係を踏まえて、学校の管理運営をどのようにしていくのかを考えて
いただきたい。
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　前述した学校教育法は、皆様にも最もなじみの深い法律のはずである。学校には学校教育法
に基づいて、校長、教頭、教諭、養護教諭、事務職員が必置の職員として置かれ、そして、平
成 19 年の法改正では、副校長、主幹教諭、指導教諭等が任意設置ではあれ、置かれることになっ
ている。学校の組織編制において、校長は学校経営の責任者として校務をつかさどり、所属職
員を監督するものとされている。学校が組織として一体的に教育活動を展開できるよう「校務
分掌」が定められ教職員が校務を分担するとともに、校務分掌に係る連絡調整や指導助言を行
う主任がおかれている。平成 19 年の学教法改正によって学校に組織運営体制と指導体制の確
立を図るために、任意の設置職ではあるが、新たに副校長等をおくことができるようになった
ことが近年の学校の組織体制整備の主な動きである。
　校長の権限と校務分掌の関係について考えてみる。公立学校については、地方公共団体の教
育委員会が学校の管理運営について最終的な責任を負うが、教育委員会は学校の管理運営事項
をすべて直接執行するのではなく、学校管理規則を定め、学校の判断によって処理する事項と
教育委員会の判断により処理する事項を分けている。具体的日常的な学校運営は、校長に責任
と判断が委ねられている。校長は、学校運営の最高責任者であり、このことは「校長は、校務
をつかさどり、所属職員を監督する。」の一語に尽きる。学校の校長がすべての校務をつかさど
ることは現実的にはできないことなので、校務分掌という形で一体的に教育活動ができるよう
に、様々な学校教育活動の事務事業を所属職員に分担してつかさどらせることになる。校務分
掌の決定について、特に学級担任、教科担任の校務は象徴的なものであるが、他方、一定の校
務について、連絡調整及び指導助言を行う「主任」がおかれている。従来、学校の管理運営組
織はともすれば、「単層構造論」で語られていたが、校長というトップがいてあとは協働性のあ
る教員集団がいるだけという鍋ぶた組織、いわゆる「フラット組織」とみられがちであった。
しかし、この単層構造論で機能する時代は終焉を迎えた。地域に根付き、地域に信頼される学
校づくりを推進するための学校運営を行わなければならない今日、保護者の教育ニーズが高ま
る中で、学校が組織体として地域に対して対応し、説明責任を果たす必要が増大してきた。そ
こで、学校の組織管理体制を整備する必要が生じ、昭和 50 年に制度創設された主任制、そし
て今回の学教法改正で置かれるようになった副校長、主幹教諭、指導教諭等の新たな職が有効
に機能することが求められている。単層構造的な組織から、より重層構造的な学校管理運営組
織を作り、それが全体としてまとまりのある業務が遂行されるようにしていく体制を作る必要
がある。
　校務とは、学校に与えられた仕事の全般にわたるものである。教育活動はもちろんそれを適
正かつ十分に行うために、人的組織を整え、施設設備を管理保全することも当然含まれる。こ
れは、木田宏先生が教育行政法の中で書いているとおりである。人的管理、物的管理、運営管
理という管理運営の３つの要素を含めたものが当然校務の中に入ってくる。なぜ、校務の範囲
を議論するのかというと、学教法をみると、第 37 条第４項で校長は校務をつかさどり所属職員
を監督すると規定されているものの、他方、第 11 項で教諭は児童の教育をつかさどるとされ
ている。この両者の役割と権限をめぐる問題が「校務」の範囲にかかわる問題としてあるので
ある。戦後長い間、教諭は教育をつかさどるのは我々であって、校長には教育に介入する権限
はないという議論になったり、あるいは、教員は児童の教育はつかさどるが、それ以外の校務
は分担しないという議論に使われたりした。昭和 30 年代は宿日直業務を教諭に命ずることも
あった。教員が一人前になる過程では、宿日直業務は大切だと私は思う。宿日直業務の中で先
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輩教諭が後輩教諭に以心伝心で教える場であり、研修の実が上がると考える。今日このような
業務は行われていないが、当時、宿日直業務を拒否する教諭は「校務としての宿日直は私の仕
事ではなく、教育を行うことだけが職務である」と主張した。それは違う。校長の校務の中には、
教育活動を行うことも含め、学校における業務全般が入るのである。また、教諭の「児童の教
育をつかさどる」という職務は教諭の主たる職務であって、当然校務を分担するのは教諭の職
務であることは明らかである。そのことについては判例も明らかにしている。【東京高裁判決　
昭和 42 年９月 29 日】では、「学校教育法第 28 条（現第 37 条）は…各種職員の地位を明らか
にするため、その主たる職務を摘示した規定と解すべきであるから、同条第４項の規定を根拠
として児童に対する教育活動以外は一切教諭の職務に属しないものと断ずることは許されない。
もとより教諭は、児童生徒の教育を掌ることをその職務の特質とするものではあるが、その職
務はこれのみに限定されるものではなく、教育活動以外の学校営造物の管理運営に必要な校務
も学校の所属職員たる教諭の職務に属する。」と判示しているのである。宿日直をあげたが、こ
れも学校管理運営の一つの業務である。このことは、校務分掌の割り振りも校長の権限である
ことを明らかにしたものである。教員の行う教育活動に関する事柄も含め学校運営上の一切の
仕事を「校務」は表している。校務は最終的な権限と責任において校長が処理するものであるが、
職務上の上司として各教諭等所属の職員に対し、校務分担を命じ、校務の処理方法について必
要があれば指導助言ではなく、指揮監督をすることも当然校長の権限としてあるのである。
　「所属職員の監督」が校長の権限の中にあるが、「監督」とは、学校という組織体が一定の職
務を分担している教職員について、その職務の遂行が法令に基づいて行われるように、また、
学校の教育方針に従ってなされるように管理をし、必要に応じて命令を発するという必要な措
置を講ずることを意味する。教諭の行う日常の教育活動についても、校務に含まれ、校長は教
諭に対して、教育活動について一般的な指示を行い、必要に応じ命令することができる。しかし、

「できる」と「する」は異なる。実際の教育現場で、校長と教諭との信頼関係を考え、校長が手
取り足取り教諭を指導するのは、キャリア形成の面からみても好ましくはない。ただ、ぎりぎ
りのところで議論すれば「できる」と知っておけばよいのである。昭和 50 年に主任制を省令
化し、昭和 51 年から施行したが、この主任制については、学校教育法施行規則において、第
43 条「小学校においては、調和のとれた学校運営が行われるためにふさわしい校務分掌の仕組
みを整えるものとする。」とされている。学校の経営者は、「調和のとれた学校運営」をすすめ
ることが必要である。そのためにふさわしい校務分掌の仕組みということで主任制を省令化し
たのであるが、それ以前に実態として各都道府県で主任は発令されていた。様々な主任があっ
たので、全国的に共通なものについて国の段階でその設置と職務内容を基準として明確にする
ことによって主任の役割の充実を図り、各学校が組織的な学校運営ができるように期待して制
度化したのである。

第 44 条　小学校には、教務主任及び学年主任を置くものとする。
３　教務主任は、校長の監督を受け、教育計画の立案その他の教務に関する事項について

連絡調整及び指導、助言に当たる。
４　学年主任は、校長の監督を受け、当該学年の教育活動に関する事項について連絡調整

及び指導、助言に当たる。
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　ここで、連絡調整と指導助言が主任のミッションであって、主任の制度上の位置付けは、中
間管理職ではない。従って、職務命令を発するという立場にもない。主任は職ではない。そういっ
た意味では、主任の位置付けはなかなか難しいものであるが、あくまでも一定の校務について
の連絡調整と指導助言を行うことがその職務である。教諭をもって主任に充てているわけだが、
校務分掌の一環として設置をされているので、その位置付けを理解した上で主任に活躍しても
らいたい。
　次に、「職務命令」の意味は、組織の管理運営から言うと、組織体が円滑に機能するために、
秩序が必要になり、内部規律を保つためである。このような規律は、法令の明文の有無にかか
わらず組織体として存在する以上当然認められている。公務員関係では、職務命令と呼ばれて
いる。職務命令は大きく分けて２つある。一般に職務上の命令と身分上の命令である。職務上
の命令は、所属職員に対する、直接職務に関する命令である。学級担任であるとか、主任を命
ずるとか校務分掌の命令、あるいは、出張命令等は職務上の命令になる。もう１つの身分上の
命令は、公務員としての身分に基づいて必要な服務規律を確保するために発せられる命令であ
る。教育の政治的中立性に基づき政治的行為は制限されており、管下の所属職員に政治的行為、
特に選挙期間中など選挙活動をすることがないように、あるいは、信用失墜行為がないように
命ずることがこれにあたる。場合によっては教員として品位を保つような服装で児童生徒の指
導にあたることを命ずることもありうる。地方公務員法第３２条で職員はその職務を遂行する
にあたっては、法令、条例、地方公共団体の規則、地方公共団体の機関の定める規程に従って、
かつ、上司の職務上の命令に忠実に従わなければならないという規定がある。前述の入学式の
国歌伴奏を拒否した音楽教諭は、校長の職務命令を拒んだ。これは上司の職務命令に違反した
のである。これが最高裁まで争われたのがピアノ伴奏拒否事件である。この場合、教諭が「違
法な命令だ」と主張する権利はない。上司が正当な権限の行使として法律に基づいて発した職
務命令は、当然従わなければならない義務を所属職員は負っている。校長は教職員にとっての
上司である。しかし、上下関係の中で上司が一方的に意思を伝達するという形では組織は必ず
しも十分機能しない。これからは、部下職員の考え方も十分反映させながら学校経営を行って
いく必要がある。一般の公務員組織でも、企画政策を行うときに、皆で会議を行いながら、そ
こでの議論を踏まえて上司が判断するのがのぞましいとされる。職員の意見を聞かず、校長の
独断で管理運営を行うという矮小化された経営は行わないでいただきたい。教職員の参画意欲
を大切にしながら、学校長のリーダーシップに基づく経営を進めてもらいたいものである。なお、

「職務命令」は校長が所属職員の上司にあたると同時に、服務監督権者である教育委員会も職務
上の上司にあたるので教育委員会が校長以下、所属職員に対して職務上の命令を行うことは限
界的な状況ではありうる。実際、発動されることは滅多にないことではある。
　次に、職員会議は、長い間「最高議決機関」「諮問機関」「補助機関」等の様々な説があった
が平成 12 年に学校教育法施行規則を改正し、「職員会議は、校長が主宰する」と第 48 条に明
記され、この問題の決着をみた。「校長の職務の円滑な執行に資する」ため職員会議が置かれる
ことからして、校長の職務の円滑な執行を補助する「補助機関」としての役割が職員会議には
与えられているのである。校長が学校の代表としてきちんと職務を行うことができるように補
助するのが、所属職員の努めである。学校の経営判断は最終的に校長が行うものである。職員
会議で意思疎通を図りながら、学校全体が事業体として、皆が同じ目標を持って同じ取組がで
きるようにするというのが校長としての経営である。
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　学校評議員制度は地域に開かれた学校運営を進めるための新たな制度であり、この活用は、
経営責任者としての校長の課題である。中教審がこの数年様々な答申を出している中で

【中教審答申「新しい時代の義務教育を創造する」平成 17 年 10 月 26 日】
　「学校が主体的に教育活動を行い、保護者や地域住民に直接説明責任を果たしていくため
には、学校に権限を与え、自主的な学校運営を行えるようにすることが必要である。・・・
権限がない状態で責任を果たすことは困難であり、特に教育委員会において、人事、学級
編制、予算、教育内容等に関し学校・校長の裁量権限を拡大することが不可欠である。」
　「機動的な学校運営のため、・・・校長が、その権限と責任において決定すべき事項と、
職員会議等を有効に活用することがふさわしい事項とを区別して学校運営に当たることが
重要である。これによって、学校の意思決定が、校長のリーダーシップの下に、高い透明
性を確保し、公平・公正に行われることが重要である。」
　「学校や自治体の裁量を拡大し主体性を高めていく場合、それぞれの学校や地方自治体の
取組の成果を評価していくことは、教育の質を保障する上で益々重要となる。また、近年
の学校教育の質に対する保護者・国民の関心の高まりに応えるためにも、学校評価を充実
することが必要となっている。」
　「地域に開かれ信頼される学校を実現するためには、保護者や地域住民の意見や要望を的
確に反映させ、それぞれの地域の創意工夫を生かした特色ある学校づくりを進めることが
不可欠である。・・・このため、学校運営協議会や学校評議員制度の積極的活用を通じて、
保護者や地域住民の学校運営への参加を促進する必要がある。」

　誠に的確な提言であると私は思っている。これからの学校経営は、学校に基礎を置いた経営
を進めていくべきである。できるだけ教育委員会は、最終的な管理権限を有しつつも、学校に
裁量権限を拡大し、人事・予算・業務運営についての権限を大幅に委譲しながら学校の責任に
おいて学校経営を行わせる必要がある。その際、学校経営を行ったことについて説明責任は
学校が負うというシステムが必要である。学校の説明責任を果たしていく上で、学校経営を
PDCA サイクルに基づく経営に移行するよう促していかなければならない。経営計画を立て、
それを全教職員で実践し取組み、その成果と課題を評価・検証し、その結果を学校運営の改善
に生かしていくシステムの確立が求められている。PDCA サイクルに基づき、学校は評価を行い、
これを公表し、地域に対して説明責任を果たすことが求められている。学校の裁量権限が拡大し、
学校が自律的な経営を行う、その際の説明責任も学校が PDCA サイクルに基づく評価と公開を
行いながら説明責任を果たしていく。その過程に地域の参画を求めるということで学校評議員
制度を平成 12 年に導入し、平成 16 年には学校運営協議会制度を導入した。それは地域参画の
学校経営を行っていくという発想であった。学校経営の仕組みは大きく変わろうとしている。
　学校評議員制度は、平成 12 年に設置され、今ではほとんどの学校では、学校評議員制度が
導入されている。校長の求めに応じて意見を述べるというものであるが、活用されているか否
かについては十分検討しなければならない。平成 16 年に学校運営協議会制度を設けた主旨は、
学校評議員制度をさらに発展させるという意味で、教育課程の編成等、学校運営の基本的な方
針について承認権限を与えるものである。また、教職員の任用について意見を述べ、教育委員
会がその意見を尊重するという機能を持たせる等々一定の権限を与える学校運営協議会制度に
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移行したという意味も、学校評議員制度が形式化しているのではないかという反省に立つもの
であり、学校評議員制度の在り方についてもう一度検証をする必要がある。これからの学校経
営者は、地域参画の学校経営を考える必要がある。当然、学校評価を行うときにも学校評議員
制度や学校運営協議会制度を活用していくという必要が出てくるであろう。学校運営は PDCA
サイクルで学校として目指すべき重点目標を決定してその達成状況や達成に向けての取組の状
況を評価する。そして組織的継続的に運営の改善を図る、このことが要請されている。したがっ
て、学校教育法の改正によって、第 42 条「小学校は文部科学大臣の定めるところにより当該
小学校の教育活動その他の学校運営の状況について評価を行ってその結果に基づいて学校運営
のための必要な措置を講ずることによって教育水準の向上に努めなければならない。」これが学
校評価の主旨である。この規定を受けて施行規則の第 66 条以降に評価の規定がある。これに
基づいて学校は「自己点検評価」を実施することになる。「学校関係者評価」が今一歩どころか、
まだ半分行っていない。自己点検評価はお手盛り評価であるという批判を受けかねない。外部
の目にさらしてどこに課題があるのかどこに成果があったのかを学校経営者は確認して経営の
改善に生かさなければならない。同時にその結果は設置者である教育委員会に報告することに
なっている。報告をされた教育委員会は学校での取組の弱さ、課題があるとすればそこに条件
整備を行う資源を投入する必要性が出てくる。評価というものは教育投資を行う一つの前提と
して必要になってくる。設置者は単に報告を受け取るだけでなく、学校の運営改善への積極的
な取組に生かすべきである。このような意味で、評価と公開については、経営者として十分意
識して今後の経営に取り組んで欲しい。

Ⅵ　生徒指導
　生徒指導は学習指導と並ぶ重要な学校の機能であり、すべての児童生徒の人格のよりよき発
達と学校生活の充実を目指して行われる教育活動である。学校における児童生徒の学習上・生
活上遵守すべき事項を定めた「校則」の制定権限は、学校運営の責任者たる校長にある。学校
における懲戒は、児童生徒が学校の利用関係の規律に違反した場合に課される学校の制裁であ
る。ただし、体罰は禁止されている。

【学校教育法】
第 11 条　校長及び教員は、教育上必要があると認めるときは、文部科学大臣の定めるとこ
ろにより、児童、生徒及び学生に懲戒を加えることができる。ただし、体罰を加えること
はできない。
第 35 条　市町村の教育委員会は、次に掲げる行為の一又は二以上を繰り返し行う等性行不
良であって他の児童の教育に妨げがあると認める児童があるときは、その保護者に対して、
児童の出席停止を命ずることができる。 （以下略）

【学校教育法施行規則】 
第 26 条　校長及び教員が児童等に懲戒を加えるに当っては、児童等の心身の発達に応ずる
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等教育上の必要な配慮をしなければならない。
２　懲戒のうち、退学、停学及び訓告の処分は、校長（大学にあっては、学長の委任を受

けた学部長を含む。）が行う。
３　前項の退学は、公立の小学校、中学校又は特別支援学校に在学する学齢児童又は学齢

生徒を除き、次の各号のいずれかに該当する児童等に行うことができる。（以下略）
４　第２項の停学は、学齢児童又は学齢生徒に対しては、行うことができない。

【最高裁判決昭和 52 年 3 月 15 日】
　「大学は、国公立であると私立であるとを問わず、・・・その設置目的を達成するために
必要な諸事項については、法令に格別の規定がない場合でも、学則等によりこれを規定し、
実施することのできる自律的、包括的な機能を有し、一般市民社会とは異なる特殊な部分
社会を形成している。」

【仙台高裁判決昭和 54 年 5 月 29 日】
　「学校長は生徒に対する懲戒処分をなすにあたり、その行為が懲戒に値するかどうか、そ
の懲戒処分のうちいずれの処分を選ぶべきかについては、当該行為の軽重のほか、本人の
性格、平素の行状、右行為の他の生徒に与える影響、懲戒処分の本人及び他の生徒に及ぼ
す効果、右行為を不問に付した場合の一般的影響等諸般の要素を考慮する必要があり、こ
れらの点の判断は、学校内の事情に通暁し、直接教育の衝にあたる学校長の合理的な裁量
に任せるのでなければ、適切な結果を期待し難いところである。」

【熊本地裁判決昭和 60 年 11 月 13 日】
　「中学校長は、教育の実現のため、生徒を規律する校則を定める包括的な権能を有する
が、・・・具体的に生徒の服装にいかなる程度、方法の規制を加えることが適切であるかは、
それが教育上の措置に関するものであるだけに、必ずしも画一的に決することができず、
実際に教育を担当する者、最終的には中学校長の専門的、技術的な判断に委ねられるべき
ものである。従って、生徒の服装等について規律する校則が中学校における教育に関連し
て定められたもの、すなわち、教育を目的として定められたものである場合には、その内
容が著しく不合理でない限り、右校則は違法とはならないというべきである。」

【行政実例】（法務庁法務調査意見長官回答昭和 23 年 12 月 22 日）
　「学校教育法第 11 条にいう「体罰」とは、懲戒の内容が身体的性質のものである場合を
意味する。すなわち、（１）身体に対する侵害を内容とする懲戒→なぐる、けるの類がこれ
に該当することはいうまでもないがさらに、（２）被罰者に肉体的苦痛を与えるような懲戒
もまたこれに該当する。たとえば端坐、直立等、特定の姿勢を長時間にわたって保持させ
るというような懲戒は体罰の一種と解せられなければならない。しかし、特定の場合が右
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の（２）の意味の「体罰」に該当するかどうかは機械的に判定することはできない。例え
ば同じ時間直立させるにしても、教室内の場合と炎天下または寒風中の場合とでは被罰者
の身体に対する影響が全く違うからである。それ故に当該児童の年齢、健康、場所および
時間的環境等、種々の条件を考え合わせて肉体的苦痛の有無を判定しなければならない。」

【文科省初中局長通知「問題行動を起こす児童生徒に対する指導について平成 19 年２月５
日】
　［別紙］学校教育法第 11 条に規定する児童生徒の懲戒・体罰に関する考え方
１　体罰について

（１）　児童生徒への指導にあたり、学校教育法第 11 条ただし書にいう体罰は、いかなる場
合においても行ってはならない。教員等が児童生徒に対して行った懲戒の行為が体罰に
当たるかどうかは、当該児童生徒の年齢、健康、心身の発達状況、当該行為が行われた
場所的及び時間的環境、懲戒の態様等の諸条件を総合的に考え、個々の事案ごとに判断
する必要がある。

（２）　（１）により、その懲戒の内容が身体的性質のもの、すなわち、身体に対する侵害を
内容とする懲戒（殴る、蹴る等）、被罰者に肉体的苦痛を与えるような懲戒（正坐・直立
等特定の姿勢を長時間にわたって保持させる等）に当たると判断された場合は、体罰に
該当する。

（３）　個々の懲戒が体罰に当たるか否かは、単に、懲戒を受けた児童生徒や保護者の主観
的な言動により判断されるのではなく、上記（１）の諸条件を客観的に考慮して判断さ
れるべきであり、特に児童生徒一人一人の状況に配慮を尽くした行為であったかどうか
等の観点が必要である。

（４）　児童生徒に対する有形力（目に見える物理的な力）の行使により行われた懲戒は、
その一切が体罰として許されないというものではなく、裁判例においても、「いやしくも
有形力の行使とみられる外形をもった行為は学校教育法上の懲戒行為としては一切許容
されないとすることは本来学校教育法の予想するところではない」としたもの（昭和 56
年４月１日東京高裁判決）、「生徒の心身の発達に応じて慎重な教育上の配慮のもとに行
うべきであり、このような配慮のもとに行われる限りにおいては、状況に応じ一定の限
度内で懲戒のための有形力の行使が許容される」としたもの（昭和 60 年２月 22 日浦和
地裁判決）などがある。

 （５）　有形力の行使以外の方法により行われた懲戒については、例えば、以下のような行
為は、児童生徒に肉体的苦痛を与えるものでない限り、通常体罰には当たらない。
○放課後等に教室に残留させる（用便のためにも室外に出ることを許さない、又は食事

時間を過ぎて長く留め置く等肉体的苦痛を与えるものは体罰に当たる）。
○授業中、教室内に起立させる。
○学習課題や清掃活動を課す。
○学校当番を多く割り当てる。
○立ち歩きの多い児童生徒を叱って席につかせる。

（６）　なお、児童生徒から教員等に対する暴力行為に対して、教員等が防衛のためにやむ
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を得ずした有形力の行使は、もとより教育上の措置たる懲戒行為として行われたもので
はなく、これにより身体への侵害又は肉体的苦痛を与えた場合は体罰には該当しない。
また、他の児童生徒に被害を及ぼすような暴力行為に対して、これを制止したり、目前
の危険を回避するためにやむを得ずした有形力の行使についても、同様に体罰に当たら
ない。これらの行為については、正当防衛、正当行為等として刑事上又は民事上の責め
を免れうる。（以下略）

【大阪高裁判決昭和 30 年 5 月 16 日】
　「殴打のような暴行行為は、たとえ教育上必要があるとする懲戒行為としてでも、その理
由によって犯罪の成立上違法性を阻却せしめるというような法意であるとは到底解されな
い。」

　「生徒指導」はもともと消極的な概念ではない。生徒指導は学習指導と並ぶ重要な学校の機能
であり、すべての児童生徒の人格のよりよき発達と学校生活の充実を目指して行われる教育活
動である。学校における教育活動の全領域を通じて行っていくものである。学校という集団生
活が行われる場所において規律があり、その規律違反に対してどのように対応するのかという
課題も消極面としては存在する。学校における児童生徒の学習上・生活上遵守すべき事項を定
めた「校則」の問題も出てくる。「校則」は何に基づいているのか、その制定根拠を理解する必
要がある。また、制定権限は、学校運営の責任者たる校長にあることはもとよりである。学校
における懲戒は、児童生徒が学校の利用関係の規律に違反した場合に課される学校の制裁であ
る。「ただし、体罰は禁止されている。」というものが生徒指導の総論である。まず、「懲戒」に
ついて述べる。

【学校教育法】
第 11 条　校長及び教員は、教育上必要があると認めるときは、文部科学大臣の定めるとこ
ろにより、児童、生徒及び学生に懲戒を加えることができる。ただし、体罰を加えること
はできない。

【学校教育法施行規則】
第 26 条　校長及び教員が児童等に懲戒を加えるに当っては、児童等の心身の発達に応ずる
等教育上の必要な配慮をしなければならない。

　このことは、教育上の配慮を行った上での懲戒なのかどうかが重要になってくるということ
である。特に懲戒の場合は、法的効果を伴う懲戒処分と、事実行為としての懲戒に分けられる。
法的効果を伴うというのは、退学させるとか、停学させるとか、訓告を与えるといったように、
児童・生徒の身分関係に変動を与えることである。退学というのは、学習権を剥奪し、停学と
いうのは一定期間学習権を奪うという法的効果がある。それらは、法的効果を伴う懲戒として
見る必要がある。これらのことは、以下の条文に示されている。
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　２　懲戒のうち、退学、停学及び訓告の処分は、校長（大学にあっては、学長の委任を受け
た学部長を含む。）が行う。
　しかしながら、公立義務教育諸学校においては、当然退学処分を行うことはできない。高等
学校、国立大学法人附属小中学校と私立小中学校は退学処分を行うことはできる。停学は国立
大学法人附属小中学校、私立小中学校を含めてすべての義務教育諸学校でできない。退学、停
学の取扱については、「学習権」をどのように捉えるかによって明らかになる。子ども達には学
習権が保障されている。先ほど述べた最高裁判決永山中学校事件においても、「学習権」と明示
されている。憲法第 26 条から子ども達には学習権があるとされている。退学は子どもから学
習権を奪うものであり、停学は一定期間奪うことになるため、義務教育ではあってはならない
ことになる。国立大学法人附属小中学校と私立小中学校は、退学処分を行った場合には、公立
義務教育諸学校が就学の受け皿となるということで学習権を奪うものではないことから、処分
は可能という構成になる。
　そこで、次に出席停止は学習権を奪うものではないかという疑問が生じる。

【学校教育法】
第 35 条　市町村の教育委員会は、次に掲げる行為の一又は二以上を繰り返し行う等性行不
良であって他の児童の教育に妨げがあると認める児童があるときは、その保護者に対して、
児童の出席停止を命ずることができる。

　出席停止は市町村の教育委員会に委ねられた権限である。性行不良であって他の児童の教育
に妨げがあると認める児童があるときは 出席停止を命ずることができるとされるが、これは秩
序維持の処分であり、当該児童生徒の非違行為を責める懲戒処分ではない。他の児童生徒の教
育に妨げがあるなどから、教育秩序を守るために出席停止という処置を講ずることであり、懲
戒処分ではない。出席停止が当該児童生徒の学習権を損ねていることは事実であるから、学校
教育法上は、当該児童生徒の学習上の支援についての措置を講ずることを規定し、別の教室で
学習させるなど学習権に配慮している。出席停止の処分については、慎重の上に慎重を期すべ
きであることから、学校の校長ではなく、市町村の教育委員会の権限にしているのである。こ
れらが、学校教育法上の処分の体系になっているのである。
　各学校には校則や生徒心得がある。校則や生徒心得は学校の内規として定められている。法
律上根拠や性格が示されているものではない。これを説明するにあたって、なぜ学校は校則を
定めることができるのかと言ったことが問題とされているが、私立学校の場合は、在学契約関
係から校則を定めることができるとされ、国立大学法人附属学校や公立学校は、最高裁判決で
も示されたように、「部分社会の法理」という解釈に基づく内部規律権を認められている。それは、
国家社会があれば、それに対して部分社会があり、学校も一つの部分社会である。社会の中には、
宗教結社や民間企業があり社会を形成している。そのような社会には、自ら内部規律権がある
というものである。

【最高裁判決昭和 52 年 3 月 15 日】
　「大学は、国公立であると私立であるとを問わず、・・・その設置目的を達成するために
必要な諸事項については、法令に格別の規定がない場合でも、学則等によりこれを規定し、
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実施することのできる自律的、包括的な機能を有し、一般市民社会とは異なる特殊な部分
社会を形成している。」

　大学について述べているが、高等学校以下についても同じである。部分社会には自律的、包
括的な内部規律を定める権能が与えられている。内部規律は当然市民法秩序との関係がある。
人は、部分社会の中だけで生きているわけではない。部分社会を構成している目的の範囲にお
いて限定される。学校は設置目的を達成するために必要な範囲において校則を定めるのである。
学校の設置目的と関係のないことを校則に定めることはできないのである。校則で定めること
はあくまでも児童生徒の学校教育がきちんと行われるような設置目的に則した範囲内で校則を
定めるのである。その内部規律権は学校に法律をまたずともあるというのが現在の解釈である。
　事実上の懲戒は所属教職員が行うものであるが、懲戒処分は校長の権限で行うものである。
であるとすると、校長はどのような考え方で処分するのが適切か、仙台高裁の判決を見ると、

【仙台高裁判決昭和 54 年 5 月 29 日】
　「学校長は生徒に対する懲戒処分をなすにあたり、その行為が懲戒に値するかどうか、そ
の懲戒処分のうちいずれの処分を選ぶべきかについては、当該行為の軽重のほか、本人の
性格、平素の行状、右行為の他の生徒に与える影響、懲戒処分の本人及び他の生徒に及ぼ
す効果、右行為を不問に付した場合の一般的影響等諸般の要素を考慮する必要があり、こ
れらの点の判断は、学校内の事情に通暁し、直接教育の衝にあたる学校長の合理的な裁量
に任せるのでなければ、適切な結果を期待し難いところである。」

　当該児童生徒に対し懲戒処分を選ぶかどうか、選ぶとしたらどのような処分にするのか、総
合的な事情を勘案する立場にある校長の判断を基本的に尊重するとしている。その校長の判断
が、事実に基づかない処分をしてしまったり、あるいは、非違行為に対して著しく重いないし
は社会通念上明らかに不合理と思われる処分をしてしまった場合には違法な処分となり得るの
である。懲戒処分については、教育的な観点からの専門的判断によることから、懲戒権者とし
ての校長の自由裁量に委されているといえる。熊本地裁の丸刈り訴訟判決では、

【熊本地裁判決昭和 60 年 11 月 13 日】
　「中学校長は、教育の実現のため、生徒を規律する校則を定める包括的な権能を有する
が、・・・具体的に生徒の服装にいかなる程度、方法の規制を加えることが適切であるかは、
それが教育上の措置に関するものであるだけに、必ずしも画一的に決することができず、
実際に教育を担当する者、最終的には中学校長の専門的、技術的な判断に委ねられるべき
ものである。従って、生徒の服装等について規律する校則が中学校における教育に関連し
て定められたもの、すなわち、教育を目的として定められたものである場合には、その内
容が著しく不合理でない限り、右校則は違法とはならないというべきである。」

と判断を示し、最終的には、校則の決定は、校長の専門的、技術的な判断に委ねられるとして
いるのである。
　なお、今日、丸刈りがよいかどうかは課題のあるところであるが、頭髪規制など生徒心得の
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中でどのように取り上げるかについては、今後見直しを進めるべきである。次に、体罰につい
てであるが、

【行政実例】（法務庁法務調査意見長官回答昭和 23 年 12 月 22 日）
　「学校教育法第 11 条にいう「体罰」とは、懲戒の内容が身体的性質のものである場合を
意味する。すなわち、（１）身体に対する侵害を内容とする懲戒→なぐる、けるの類がこれ
に該当することはいうまでもないがさらに、（２）被罰者に肉体的苦痛を与えるような懲戒
もまたこれに該当する。たとえば端坐、直立等、特定の姿勢を長時間にわたって保持させ
るというような懲戒は体罰の一種と解せられなければならない。しかし、特定の場合が右
の（２）の意味の「体罰」に該当するかどうかは機械的に判定することはできない。例え
ば同じ時間直立させるにしても、教室内の場合と炎天下または寒風中の場合とでは被罰者
の身体に対する影響が全く違うからである。それ故に当該児童の年齢、健康、場所および
時間的環境等、種々の条件を考え合わせて肉体的苦痛の有無を判定しなければならない。」

　この体罰基準を踏まえて学校現場では適切に対応することが求められている。ただし、平成
19 年の文部科学省通知では、問題行動を起こす児童生徒に対する指導については総合的な事情
を勘案しなければならないとしており、個別の事案ごとに判断する必要があるとしている。教
員が児童生徒に行った懲戒についての行為が本当に体罰にあたるかどうかは、個々の事案ごと
に総合的に判断する必要がある。難しいのは（４）である。

【文科省初中局長通知「問題行動を起こす児童生徒に対する指導について】
　平成 19 年２月５日

［別紙］学校教育法第 11 条に規定する児童生徒の懲戒・体罰に関する考え方
１　体罰について 

（４）児童生徒に対する有形力（目に見える物理的な力）の行使により行われた懲戒は、
その一切が体罰として許されないというものではなく、裁判例においても、「いやしく
も有形力の行使とみられる外形をもった行為は学校教育法上の懲戒行為としては一切許
容されないとすることは本来学校教育法の予想するところではない。」としたもの（昭和
56 年４月１日東京高裁判決）、「生徒の心身の発達に応じて慎重な教育上の配慮のもとに
行うべきであり、このような配慮のもとに行われる限りにおいては、状況に応じ一定の
限度内で懲戒のための有形力の行使が許容される。」としたもの（昭和 60 年２月 22 日
浦和地裁判決）などがある。

　これは昭和 56 年に出された判決というところに注意をしてもらいたい。昭和５０年代は校
内暴力が頻発した時期であり、そのときに出された判決である。裁判所は、児童生徒の暴力に
対して教員が対抗的に行った行為に対して、それは体罰ではないと言ったものである。児童生
徒が教員に対する明確な暴力を行ったときの正当防衛は過剰にならない限り体罰にあたること
はないが、有形力の行使の解釈が難しいと言うことは事実である。学校の教員は、有形力の行
使にあたっては慎重であるべきである。体罰で児童生徒の心に傷を残すことは問題である。
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【大阪高裁判決昭和 30 年 5 月 16 日】
　「殴打のような暴行行為は、たとえ教育上必要があるとする懲戒行為としてでも、その理由
によって犯罪の成立上違法性を阻却せしめるというような法意であるとは到底解されない。」

　いくら教育上体罰が必要であると教員が主観的に思っても、殴る蹴るは体罰であるという判
例がたくさんある。
　つい最近体罰の判例を最高裁が出した。熊本の裁判例であるが、小学校の講師が小学校２年
の女児の胸ぐらを掴み教育指導を行ったという体罰事案であったが最高裁まで争われた。最高
裁は、総合的に勘案すれば教育指導の範囲内であると判断した。指導を受けた児童は、他の児
童に対して危害を加えたり教員の指導に対して無視する態度をとったので、一定の教育指導の
措置として胸元を掴んで壁に押し当てた。これは有形力の行使であったとしても教育指導の範
囲内であるとの判決になったのである。個々の事例に則してみないと何が体罰にあたるのか分
からないが、それは結果論の問題である。学校では体罰は法律上禁止されていることについて
留意する必要がある。
　なお、違法な懲戒が行われれば当該職員に刑事上・民事上の責任、および行政上の責任が課
される。体罰によって児童生徒を死亡させた事例も過去にあった。これは、やはり刑法上、行
政上の責任を問われることになる。民事上の責任は、学校事故に当たり、公務員個人は責任を
負わないということから賠償責任は国家賠償法により当該地方公共団体となる。ただ、故意又
は重大な過失によって他人に損害を与えた場合は求償権が公共団体から本人に及ぶことに留意
願いたい。

Ⅶ　学校安全と学校事故
　学校においては、児童生徒等の安全確保を図るため、「学校安全計画」を定めることとされて
いる。学校の管理下において発生した事故には、教職員の故意又は過失により発生したもの、
あるいは、学校の施設・設備に瑕疵があり発生したものの二つの場合がある。教員の安全配慮
に対する注意義務違反等により児童生徒等が死傷等した場合には、教員の民事責任・刑事責任・
行政責任が問われることがある。

【学校保健安全法】
第 26 条　学校の設置者は、児童生徒等の安全の確保を図るため、その設置する学校にお
いて、事故、加害行為、災害等により児童生徒等に生ずる危険を防止し、及び事故等によ
り児童生徒等に危険又は危害が現に生じた場合において適切に対処することができるよう、
当該学校の施設及び設備並びに管理運営体制の整備充実その他の必要な措置を請ずるよう
努めるものとする。
第 27 条　学校においては、児童生徒等の安全確保を図るため、当該学校の施設及び設備の
安全点検、児童生徒等に対する通学を含めた学校生活その他の日常生活における安全に関
する指導、職員の研修その他学校における安全に関する事項について計画を策定しなけれ
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ばならない。

【国家賠償法】
第１条　国又は公共団体の公権力の行使に当る公務員が、その職務を行うについて、故意
又は過失によって違法に他人に損害を加えたときは、国又は公共団体が、これを賠償する
責に任ずる。
２　前項の場合において、公務員に故意又は重大な過失があったときは、国文は公共団体は、

その公務員に対して求償権を有する。
第２条　道路、河川その他の公の営造物の設置又は管理に瑕疵があったために他人に損害
を生じたときは、国文は公共団体は、これを賠償する責に任ずる。

【刑法】
第 211 条　業務上必要な注意を怠り、よって人を死傷させた者は５年以下の懲役若しくは
禁錮又は 100 万円以下の罰金に処する。

【地方公務員法】
第 29 条　職員が次の各号の一に該当する場合においては、これに対し懲戒処分として戒告、
減給、停職又は免職の処分をすることができる。
一　この法律若しくは第 57 条に規定する特例を定めた法律又はこれに基く条例、地方公共

団体の規則若しくは地方公共団体の定める規程に違反した場合
二　職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合
三　全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合

【最高裁判決昭和 62 年 2 月６日】
　「国家賠償法第１条第１項にいう「公権力の行使」には、公立学校における教師の教育活
動も含まれると解するのが相当」

【津地裁判決昭和 41 年 4 月 15 日】
　「従って本件事故は決して不可抗力な事故ではなく、教職員が前記注意義務（再説すれば
事故当日の水泳場設定にあたり附近の海底の地形潮流を調査し、安全性を確かめるべき注
意義務、生徒を入水させるにあたり本件澪ないし異常流につき生徒に警告を与えるべき注
意義務ないし澪筋に生徒が落ち込まないよう標示竿からの生徒の逸脱を防止するため厳重
に監視すべき注意義務）を果たしていれば事前にこれを防止し得たものというべく、本件
事故はこれら教職員の右注意義務懈怠に基因するというべきである。
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【最高裁判決平成 18 年 3 月 13 日】
　「教育活動の一環として行われる学校の課外のクラブ活動においては、生徒は担当教諭の
指導監督に従って行動するのであるから、担当教諭は、できる限り生徒の安全にかかわる
事故の危険性を具体的に予見し、その予見に基づいて当該事故の発生を未然に防止する措
置を執り、クラブ活動中の生徒を保護すべき注意義務を負うものというべきである。・・・
試合の開始直前ころには、本件運動広場の南西方向の上空には黒く固まった暗雲が立ち込
め、雷鳴が聞こえ、雲の間で放電が起きるのが目撃されていた‥そうすると、教諭としては、
上記時点ころまでには落雷事故発生の危険が迫っていることを具体的に予見することが可
能であったというべきであり、また、予見すべき注意義務を怠ったものというべきである。」

【札幌地裁判決昭和 51 年 2 月 27 日】
　「高等学校の教員は、・・・高校における教育活動及びこれと密接に関連する生活関係の
範囲において、生徒の生命身体の安全につき指導監督すべき職務上の義務を有する。しか
し、その義務の内容、程度は、すでに満 15 歳に達している高校生の心身の発達の程度がほ
ぼ成人に近く、したがって、このような生徒は、自己の行為によってどのような結果ある
いは責任が生ずるかを認識し得るだけの判断能力を有しており、自己の行為につき自主的
な判断で責任をもって行動することを期待し得るから、高校教員としても、逐一生徒の行
動及びその結果を指導監督するまでの義務はなく、前記のような能力を有することを前提
とした適切な指導監督、すなわち、このような能力を有する生徒が通常の自主的な判断及
び行動をしてもなお生命身体に危険を生じるような事故の発生が客観的に予測される場合
に、それに応じた事前の適切な指導監督を行えば足りるものと解するのが相当である。」

【高松高裁判決昭和 49 年 11 月 27 日】
　「公立小学校の学級担任の教員ないし学校長が親権者等の法定監督義務者に代わって生徒
を監督すべき義務があることは学校教育法上明らかであるが、右監督義務は、親権者のそ
れのように当該児童の全生活関係にわたるものではなく、学校における教育活動ないしこ
れに準ずる生活関係に限局されるべきことは、小学校教員の地位、権限、職務内容等に鑑み、
当然の事理というべきである。しかして、これを生徒の不法行為に対する監督義務につい
ていえば、当該不法行為が学校における教育活動ないしこれに準ずる生活関係に随伴して
通常発生することが予想できるような結果であるか否かによって、責任の有無が決定され
るものと解すべき」

【京都地裁判決昭和 48 年７月 12 日】
　「本件プールを利用する者が、まだ心身ともに成人になり切っていない義務教育中の中
学生であることを考えたとき、鉄蓋が生徒の力で移動され、排水口が開いてしまうことの
ないよう、鉄蓋をたやすく移動しないように設計しなかった点は、本件プールの設置者の
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手落ちである。そうして、鉄蓋が移動しているままで、本件プールを使用させた学校側に、
本件プールの管理に手落ちがあった。このように本件プールは、通常具有すべき安全性を
欠如していたわけで、これが設置、管理上の瑕疵であるから、本件プールの設置、管理者
である被告市は、国家賠償法第２条第１項によって賠償する義務がある。」

【大阪地裁判決昭和 51 年２月 27 日】
　「したがって、前記のような本件天井の状況のもとでは、現に過去にも天井裏から墜落す
るという事故が発生したことでもあるから、判断力に乏しい反面、好奇心と行動力が旺盛
でこわいもの知らずの児童が、学校側の注意に反して鉄ばしごを登り天井改め口から本件
天井裏に入って遊ぶことは十分予測し得たと考えるべきであり、・・・固定された鉄ばしご
をはずし、必要な時だけ移動用はしごを用いるとか、・・・あるいは天井改め口に本件事故
後に設けたような蓋板を取り付けて施錠しておくなどし、児童が天井裏に入ることができ
ないような措置を講じておくべきであったといわなければならない。・・・前記のような措
置が講じられていなかったことは本件天井が本来備えるべき安全性を欠くものであって、
その管理には瑕疵があったといわなければならない。」

　平成 20 年に学校保健法から学校保健安全法に改正された。児童生徒の安全確保が重要な問
題になっている。児童生徒が安心して学校生活をおくるために各学校では、学校安全計画をき
ちんと定め、安全確保に取り組んで欲しい。これは、学校保健安全法で定められている。学校
管理下において発生した事故には教職員の故意又は過失により発生したもの、あるいは学校の
施設設備に瑕疵があり発生したものの２つが想定される。人によるものと物によるものである。
　教員の場合、故意に児童生徒に損害を与えることはないであろうと一般的には思われる。し
かし、体罰事案ではこのことが問題になる場合がある。また、過失についてであるが、教員には、
安全配慮義務、あるいは、注意義務が求められる。注意義務を欠くことが、過失の要件になる。
これまで、様々な裁判事例があって、教員の過失責任が問われてきた経緯がある。
　学校事故による責任は、民事責任、刑事責任、行政責任の３つの類型が生じる。国 ･ 公立学
校の教員の場合、その民事責任は、国家賠償法の第１条によることとなる。

【国家賠償法】
第１条　国又は公共団体の公権力の行使に当る公務員が、その職務を行うについて、故意
又は過失によって違法に他人に損害を加えたときは、国又は公共団体が、これを賠償する
責に任ずる。

　この規定に基づき、教員個人には、直接責任が及ばないようにするとともに、被害者救済の
実をあげる制度となっている。しかし、前述したように、

２　前項の場合において、公務員に故意又は重大な過失があったときは、国又は公共団体は、
その公務員に対して求償権を有する。
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　このケースは、基本的には生じない。ほとんどは、公共団体が賠償の責任にあたる。教員が
重過失に問われることはほとんどない。故意も、ほとんどあり得ない。民事責任は基本的に公
共団体が負うと理解しても良い。ただし、裁判が起きると、公共団体に賠償責任を認めさせる
ときに、教員の過失責任を問わなければならない。そこに問題がある。教員の過失があったか
ら、このような事故が起きたと認め救済するのである。被害者救済が優先される立場から、教
員の安全配慮義務がかなり緩やかに解される。学校と教員側は、安全配慮したつもりであったが、
これに対して、それは足らざるものがあり、さらに配慮すべきであったと断ぜられる場合が多
い。ここに難しさがある。この国家賠償法第１条では公権力の行使に当たる場合とされているが、
公立学校の教員は公権力の行使にあたらないと思われるかもしれないが、そうではなく、公権
力の行使の範囲については、裁判例等あって最終的には公立学校の教員の教育活動のように非
権力的な行為も含むとされている。これは次の判例において、

【最高裁判決昭和 62 年２月６日】
　「国家賠償法第１条第１項にいう「公権力の行使」には、公立学校における教師の教育活
動も含まれると解するのが相当」

　と判断された。教員の行う非権力的な行為も、公権力の行使にあたるとして救済が図られる。
　過失による学校事故について、一般的な教員には児童生徒の安全を確保するための注意義務、
安全配慮義務があるのだが、それは通常予見される危険への配慮を尽くしたかが問われる。児
童生徒の心身の発達段階に応じた注意義務を払ったかをチェックしなければならない。
　注意義務の範囲について考える。学校内の活動がすべて学校の責任なのかと言う問題が出て
くる。一般に学校教育活動ないしこれに準ずる生活関係に限定した範囲に限られるとされてい
る。このことは、次の判決でも述べられている。

【高松高裁判決昭和 49 年 11 月 27 日】
　「公立小学校の学級担任の教員ないし学校長が親権者等の法定監督義務者に代わって生徒
を監督すべき義務があることは学校教育法上明らかであるが、右監督義務は、親権者のそ
れのように当該児童の全生活関係にわたるものではなく、学校における教育活動ないしこ
れに準ずる生活関係に限局されるべきことは、小学校教員の地位、権限、職務内容等に鑑み、
当然の事理というべきである。しかして、これを生徒の不法行為に対する監督義務につい
ていえば、当該不法行為が学校における教育活動ないしこれに準ずる生活関係に随伴して
通常発生することが予想できるような結果であるか否かによって、責任の有無が決定され
るものと解すべき」

　この事案の背景について述べておくと、当時、当該小学校の児童が、運動会の準備の後に石
灰を丸めて遊んでいたとき、目に当たって他の児童が障害を負った事件である。学校としては
放課後の子ども達の自由な活動時間まで、監視し、監督することまで責任の範囲とされるもの
ではないとしたものである。しかし、同じ放課後であっても、中学校の部活動についてはどうか。
例えば、柔道の部活動において、顧問教師が部活動の場を離れて、生徒間の受け身の練習で事
故が起きたとしたなら、学校は、責任を問われるのである。顧問教師として、部活動が安全に
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行われるよう、配慮する義務があるのである。安全配慮義務は、全生活関係にわたるものでは
ないと言いながら、教育活動ないしこれに準ずる生活関係に限局されるというのは、それぞれ
の児童生徒の発達段階と学校種により異なってくるのである。
　注意義務の内容と程度であるが、

【札幌地裁判決昭和 51 年２月 27 日】 
　「高等学校の教員は、・・・高校における教育活動及びこれと密接に関連する生活関係の
範囲において、生徒の生命身体の安全につき指導監督すべき職務上の義務を有する。しか
し、その義務の内容、程度は、すでに満 15 歳に達している高校生の心身の発達の程度がほ
ぼ成人に近く、したがって、このような生徒は、自己の行為によってどのような結果ある
いは責任が生ずるかを認識し得るだけの判断能力を有しており、自己の行為につき自主的
な判断で責任をもって行動することを期待し得るから、高校教員としても、逐一生徒の行
動及びその結果を指導監督するまでの義務はなく、前記のような能力を有することを前提
とした適切な指導監督、すなわち、このような能力を有する生徒が通常の自主的な判断及
び行動をしてもなお生命身体に危険を生じるような事故の発生が客観的に予測される場合
に、それに応じた事前の適切な指導監督を行えば足りるものと解するのが相当である。」

　高校生のケースである。高校生が集団宿泊研修を行っていたときの事故である。高校生であ
れば、自主的な行動をしているときでも、危険を認識する能力があるとされ、学校の責任は問
えないとされた。注意義務の程度は小学生と高校生では異なるのである。高校生の場合には、
教師は、一般的な注意義務を払えば足りると解するのがこの判決の主旨である。
　次に、施設上の瑕疵により生ずる学校事故の事例についてであるが、この場合は、無過失責
任である。学校という営造物が本来備えるべき安全性を備えていないことによって事故が起き
た場合を考える。例えば、プールで排水口のふたを児童生徒が開けてしまった。そこに児童生
徒が吸い込まれて事故が起きた場合、プールが本来備えていなければならない安全性を備えて
いなかったことになる。体育館の天井裏に上がってしまった児童生徒が、天井を破って落下し
てしまった。これも、天井裏に上がれないように、梯子等は封鎖をしておくべきであるとされ
たのである。通常予想される危険に対して、通常備えるべき安全性が十分に確保されているか
どうかをチェックしなければならないのである。教職員にとっては予想できない行動を児童生
徒がとることがありうると認識した上で学校生活における子どもたちの安全が図られるよう、
施設の安全性の確保と点検に努めてほしい。

【最高裁判決平成 18 年３月 13 日】 
　「教育活動の一環として行われる学校の課外のクラブ活動においては、生徒は担当教諭
の指導監督に従って行動するのであるから、担当教諭は、できる限り生徒の安全にかかわ
る事故の危険性を具体的に予見し、その予見に基づいて当該事故の発生を未然に防止する
措置を執り、クラブ活動中の生徒を保護すべき注意義務を負うものというべきである。･･･
試合の開始直前ころには、本件運動広場の南西方向の上空には黒く固まった暗雲が立ち込
め、雷鳴が聞こえ、雲の間で放電が起きるのが目撃されていた ･･･ そうすると、教諭とし
ては、上記時点ころまでには落雷事故発生の危険が迫っていることを具体的に予見するこ
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とが可能であったというべきであり、また、予見すべき注意義務を怠ったものというべき
である。」 

　この事例からもわかるように、教師の注意義務は、相当広いと認識すべきである。子どもた
ちが安心して学校生活を送ることができるよう、学校と教師は常日頃から、学校の施設の安全
性を確認するとともに、子どもたちの活動に対する安全配慮に心掛けることが強く要請されて
いるのである。
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判例に基づく学校管理
Think about School compliance



Ⅰ　学校をとりまく人的要素

　法律的規律を受ける関係を法律関係というが、適用される法律は係わり合う対象により異なっ
てくる。
　第１に、学校は設置者（教育委員会）との関係がある。ここでは地方公務員法、地教行法、
都道府県市町村の条例、そのようなものが関わってくる。
　次に学校内では、上司、同僚、部下との関係がある。ここでは様々な人生観を持つ世代と付
き合って行かなければならない。最近は、セクシャルハラスメント、パワーハラスメントのよ
うに「ハラスメント」という言葉が使われる。よかれと思って言ったことが他の世代にはプラ
イバシーの侵害と受け取られる。これは言われた人にとって見れば「ハラスメント」と感じら
れる。それが法的にどうなるかについての裁判例は沢山ある。
　学校にとって一番の関わりは児童生徒である。その中で学校事故について取り上げ、事故が
起きたときに学校にはどのような責任があるのかを「学校事故と法律」と題して述べることと
する。これは民法で言うと、債務不履行とか不法行為という部分になる。
　保護者との関係は最近難しくなってきている。学校と保護者の間でトラブルが発展し、法的
手段に訴えるケースが増えてきており、軽視できないことはご承知のとおりである。
　近隣の人たちとの関係がある。近隣の学校の児童生徒同士のトラブルや、児童生徒と近隣の
住民とのトラブルなどである。どういう場合に学校に責任があるのかという事についても考え
なければならない。

Ⅱ　学校事故と法律
第１　学校事故（学校教育に直接ないし間接的にかかわっての児童・生徒・学生を被害者とす
る事故）は数の上でもまた裁判になるケースも最近急増している。

第２　学校事故の特色（法的に重要なこと）
　日本の法律は過失責任主義といって、落ち度があった場合に責任を取らせるしくみになって
いる。学校で事故が起きたとき、学校に責任があるか無いかは、教員に落ち度があったか無かっ
たかで決まる。教員に落ち度がなければ責任は問われない。教員に落ち度があった場合だけ責
任が問われる。教員に落ち度があったか無かったかについてどのような観点で判断をするのか、
以下の４点に示した。
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　１�　教師の教育専門的活動との関わりにおいて生じたものであること－プロの責任は重い。
このように書くと難しく思えるが、教員は教えると言うことに関してはプロである。従っ
て児童生徒の指導に関しては、一般の人が判断するよりもより重い責任があると言うこと。
たとえば、いじめなどの危険な兆候を見抜けなければならないということである。

　２�　学校設置者に課された教育の「条件整備」との関わりの中で生じてくるものであること
－大阪教育大附属池田小学校の例。

　　�　大阪教育大学附属池田小学校で事件が起きたが、事件後、沢山の議論があった。監視カ
メラがあったら、あの事故は防げたのではないかとか、警備員がいたら防げたのではない
かなどである。ところが教育活動は多岐にわたるので、限られた予算の中で何ができるのか。
学校だから本来の教育のため、体育器具、実験器具等の購入をしなければならない。安全
のためにどの程度予算を割くことができるのか。限られた予算の中でどの程度のことがで
きるのか、ということが常に問題になる。

　３�　生徒にとって事実上逃れがたい日常生活的な学校活動－学校行事やクラブ活動などの「生
活指導」なども含まれ多様で広範囲－において生じたものであること。

　　�　この中で「児童、生徒にとって事実上逃れがたい」という部分が重要である。児童、生
徒は定められたカリキュラムに従って授業を受けている制度になっている。カリキュラム
を作る教員は児童、生徒の安全を常に配慮しなければならないことが要請されるというこ
とである。

　４�　学校という恒常的集団生活を営んでいる発達成長段階にある生徒に対し生じたものであ
ること。

　　　従って、生徒の能力に応じて教師の責任も異なる。
　　�　簡単に言うと、児童生徒の能力（自分の身の安全を守る能力という意味）が、低ければ

低いほど教員の責任は重いと言うことである。大雑把に判例は、小学校４年生以下の場合
には、いつも児童をみていなければならないとされている。小学校４年生以下であると自
分では危険かどうか判断ができかねる部分があるので教員は常に指導し、目を離さないこ
とが重要であるという傾向がある。

　　�　教員が児童、生徒に対して、ある指導を行ったとする。その指導に従って児童生徒が行
動を起こすであろうと信頼することが、一般的に適切であった場合に限り、教員の予測に
反して危険な行動を行った場合、教員の責任は問えないということを「信頼の原則」という。

　　�　小学校４年生以下であれば信頼に背いて、危険な行動をする場合があるという意味であ
る。まして小学校１、２年生であれば、いくら注意をしても何をするか予測はできない。
低学年の児童には「信頼の原則」は当てはまらない。

　以上のような特色を十分考慮して、責任法理が形成されていく訳である。
 
第３　国公立学校における事故に適用される法律
　公立の学校で事故が起きた場合は国家賠償法が適用される。５条までしかないのだが重要な
ことが書いてある。　
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【国家賠償法】
第１条　国又は公共団体の公権力の行使に当たる公務員が、その職務を行うについて、故
意又は過失によって違法に他人に損害を加えたときは、国又は公共団体がこれを賠償する
責に任ずる。

　先ほど述べた過失責任主義が「故意又は過失によって」で表されている。

②　前項の場合において、公務員に故意又は重大な過失があったときは、国又は公共団体
はその公務員に対して求償権を有する。

　 注：「公権力の行使」には、公立学校における教師の教育活動も含まれる

（最高裁判所判決　昭和 62 年２月６日）
　「国又は公共団体の公権力の行使に当たる公務員」と書いてあるが、この法律の適用に関して、

「公権力の行使」には、公立学校の教員の教育活動も含まれるとされ、最高裁判所の判決でも確
定されている。「故意又は過失によって違法に他人に損害を加えたときは、国又は公共団体がこ
れを賠償する責に任ずる。」これは教員個人は被害者に対し責任を負わないといっている。設置
者が責任を負うと言うことである。
　「公務員に故意又は重大な過失」とあるのは、故意または故意に近い過失があった場合には、
その公務員に求償するといっている。

第２条　道路、河川その他の公の営造物の設置又は管理に瑕疵があったために、他人に損
害を生じたときは、国又は公共団体は、これを賠償する責に任ずる。

（参考）民法第 709 条　故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される利益を侵害
した者は、これによって生じた損害を賠償する責任を負う。

709
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民法第 715 条　ある事業のために他人を使用する者は、被用者がその事業の執行について
第三者に加えた損害を賠償する責任を負う（後略）。

　公務員でない場合にはどうなるのか、というと「民法第 709 条　故意又は過失によって他人
の権利又は法律上保護される利益を侵害した者は、これによって生じた損害を賠償する責任を
負う。」不法行為責任を表したこの条文があてはまる。「故意又は過失によって他人の権利又は
法律上保護される利益を侵害した者」は教員である。教員は「これによって生じた損害を賠償
する責任を負う。」と書いてある。
　学校は責任を負わないのかというとそうではなく、「民法第 715 条　ある事業のために他人
を使用する者は、被用者がその事業の執行について第三者に加えた損害を賠償する責任を負う

（後略）。」とある。「ある事業のために他人を使用する者」は国立学校法人、または私立の学校
法人がこれにあたる。しかし、理論的には教員個人も責任を負うのである。
　なぜ、公務員と違いが生じるかというと、日本の民法は報復主義をとらない。損害が填補さ
れればよいという考え方をとっている。その観点から、国又は公共団体が損害を填補する能力
があるから、被害者の救済の面から考えると何の遺漏もない。従って、国又は公共団体が責任
を負ってくださいということである。それと、公務員が公権力の行使をする場合に個人に責任
があるとしたら、萎縮して積極的な公務をしなくなるからである。積極的な公務をしてくださ
いという意味で公務員個人の責任は負わないとしている。より大きな法益を得るため、個人の
責任を負わないとしている。

第４　学校事故における過失
　具体的にどのようなことで責任を負うかを考えてみる。
　生徒は、いわば強制的に授業を受けることになるので、これを実施する教師等は、生徒の身
に生じうる危険を予見し、これを回避するため適切な措置をとるべき注意義務（安全配慮義務）
を負う。
　これは次の３段階に分けることができる。

（１）事前注意義務
　授業計画の策定に当たっての安全確保（無理な日程ではないか。遠足の現場の安全性を調査
したか。e t c．）、教場の安全確保、そして、児童、生徒の身体的状況や能力の把握、事前の説
明等の義務がある。
身体的状況について１つあげておくと、小学校４年生以下では「体調が悪ければ申し出よ。」と
いうことは注意を尽くしたことにはならないとされる。小学校４年生以下では、自分が健康な
のか体調が悪いのか判断できないから教員がプロの目で判断しなさいとされている。

（２）指導監督上の注意義務
　授業実施に際しての説明・注意義務、立会・監督義務、個別指導義務等
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（３）事後措置義務
　事故が生じた場合の応急処置、医師の診断を仰ぐ義務、保護者（児童生徒の状況を把握して
いるので、通知することにより、より適切な措置をとりうることがあるし、また、事故があっ
たことを知っていれば、児童生徒（子供）の動静に注意することができる。）に対し事故状況を
通知する義務がある。
　「保護者に対し事故状況を通知する義務がある。」というのは、例えば目にボールが当たった
とき、その場で何も自覚症状がなくても、後で症状がでてくることがある。そういう場合に「本
日、お子さんの目にボールが当たりました。今のところ何もないですが注意してみてください。」
と一言伝えておけば、保護者は注意するだろう。ところが学校からそのような情報が提供され
なかったら注意できない。後遺症は、目・頭などに出ることが多いので、特に首から上の事故
については慎重に対応した方がよい。
　ただし、教育内容の一部として、危険に対処する能力を培うということもあり、ただ安全で
ありさえすればよいというものではない。一定の危険性を含む課題を課して（ex．理科の実験、
体育）生徒がその危険を克服して課題を実施することによって初めて教育効果をあげるような
場合も少なくない。
　授業計画の策定や実施に際して予想される危険を除去するよう最善を尽くすべきことは当然
だが、それでも除去できない危険については、上記の教育の特徴から見て、注意義務の限界と
して教師等の責任を問えない場合がある。
　正課授業に関する判例は、体育授業に関するものが圧倒的に多い。体育授業では、その指導
する種目と程度が生徒の能力との相関関係において適切なものであることがまず重要である。

第５　教育活動中の事故
　裁判所の判断過程
　ここからは具体的に教育活動中に事故が起きてしまった場合に裁判所はどのような判断をす
るのか考えてみたい。

人の行動を判断するには様々な評価がある。
まず、合法か違法かを判断する方法がある。
これは法律に違反しているかしていないか、
これは左図の上の分け方である。もう一つ
は、適当あるいは妥当か、不適当かという

分け方もある。最近、千葉の県立高等学校で入学金と授業料を納付しないと入学式に出せない
と判断した例がある。そのとき様々な議論があった。このことは、合法か、違法かで議論して
いたのか、適当か不適当かで議論していたのかということを考える必要がある。図中矢印の部
分は、合法であるが不適当であるということを差していると考えていただきたい。あるいは、
違法とまでは言えないが不適当であると言い換えても良い。この矢印の部分が悩ましい部分で
もある。千葉県の高等学校の例で考えれば、入学式に出席させなかったことに関して、合法か
違法かと言われれば、それは違法とは言えないと思う。適当か不適当かで言えばこれは議論が
ある。学校が行った措置に関して当たり前だと考える方もいれば、そこまでしたら生徒が可哀
想と考える方もいる。これから述べることは、裁判所の判断を紹介する訳であるから、図の上、
つまり合法か違法かを考えていく。しかし、教育というのはそれだけではない。合法でしかも
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適当である事を目指して、教師は教育実践をしていることだろう。裁判所の判例をみる際に、
ここをしっかり分けておかないと混乱する。裁判所は合法であると判断しても、教育実践から
は不適当と感じる場合もあろうかと思われる。これから述べることについて、自分自身だった
らどうするのかを考えていただきたい。

　裁判所は、どのようなことを考えて、どのような判断をするのか、裁判所の判断過程を上図
に示した。
　裁判所は、教師が認識している事実、認識すべき事実それを前提にする。すると、教師にど
のような義務が生じるかという法的義務を考える。そして、実際に行った内容は法的義務に照
らしてどうか、実際に行った内容が評価・判断の対象になる。つまり、合法か、違法かの法的
評価・判断の対象となる部分になる。裁判所では、必ずこういう段階を踏む。

１　理科・実験中の事故

 【熊本地裁平成２年 11 月９日（判例時報 1377 号・113 頁）】
　小６が理科の授業で気化したアルコールに点火する実験をしていて火傷を負った事故に
つき、担当教師には「メチルアルコールは引火しやすく突沸の危険もあるのであるから、
その取扱いには細心の注意を払う必要があり、また生徒が取扱う場合も常時監督し、安全
が確保できるよう指導する義務があったにも拘わらず、これを怠り、実験に使用する湯を
取りに行くため理科室を離れ、その間生徒に実験を継続させ試験管を傾けて実験している
のを止めさせなかった過失があった。
　授業で実験を行う際、その実験は生徒にとって初めてである場合が通常である。実験前に
その危険性や手順など十分に説朋した後であっても、特に小中学生にあっては、実験中教え
られた通り実験を行えなかったり、不適切な方法で実験を行う者がいることは予想される。

　「判例時報 1377 号・113 頁」とある。我々法律家の仕事で、大多数の事案について判例がど
う述べているかを知る必要がある。判例時報は月３回出版される。判例タイムスは月２回出る。
これらは必読の本であるが、これはほとんどの図書館に必ずと言ってよいほど置かれている。
従って、詳しく知りたい場合は図書館へ行き判例時報 1377 号の 113 頁を見れば、本事件につ
いて詳しく出ているので参考のために示した。
　本件は結果的に学校に責任があると判断された事件である。これを図に当てはめてみると、
認識している事実・認識すべき事実は、「メチルアルコールは引火しやすく突沸の危険もある」、

「実験前にその危険性や手順など十分に説明した後であっても、特に小中学生にあっては、実験
中教えられた通り実験を行えなかったり、不適切な方法で実験を行う者がいる」である。
　では、教師に要求される義務は、「その取り扱いには細心の注意を払う必要があり、生徒が取
り扱う場合も常時監督し、安全が確保されるよう指導する義務があった」である。
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　実際に行った内容は、「実験に使用する湯を取りに行くため理科室を離れ、その間生徒に実験
を継続させ試験管を傾けて実験しているのを止めさせなかった」である。
　そうすると、本件は違法と評価せざるを得ない。特に「生徒が取り扱う場合も常時監督し、
安全が確保できるよう指導する義務がある」に対して、「理科室を離れてしまった」ことは注意
義務を果たしたことにはならない、と裁判所は判断している。
　ではここで、私だったらどうするか、を考えてもらいたい。ただし、「生徒が取り扱う場合も
常時監督し」というのは、物理的に対面して監督するという意味ではなく、常に先生の注意が
行き届いた状態にしておくという意味であることを念頭に置いてほしい。
　「その間実験を継続させ試験管を傾けて実験させるのを止めさせなかった」が過失のうちの１
つと述べているから、「湯を取りに行くから実験を止めなさい」と言ったらよいか。高等学校で
あればこの指示で問題はないと考えられる。この間事故が起きたとしても、高等学校であれば
生徒の自己責任になると考えられる。
　たとえば、日常児童生徒の様子を見て、教師の指示になかなか従わない児童生徒がいる場合
には、その児童生徒を連れて教師と一緒に湯を取りに行き、その他の児童生徒に「実験を止め
なさい」と指示すれば学校の過失は免れると考えられる。
　教師が「実験を止めなさい」と指示した場合、児童生徒がきちんと従っている風土があれば
この指示で十分である。ところが過去に「実験を止めなさい」と指示したにも拘わらず、止め
なかった事実があればこれは許されない。裁判所の判断は、同種の事故の再発には非常に厳し
い判断が下される。裁判所は、初めての事故に関しては予測ができないため酌量の余地はあるが、
１度経験したら何か手を打ちなさい、ということになる。
　このとき、「同じ学校でなければよいのですか」という質問があるが、報道機関等によって全
国的に周知された事件については手だてを打つ必要があると裁判所は判断している。また、学
校事故、あるいは事故に繋がりそうな事案が生じた場合、管理職は所属職員に周知徹底するこ
とが必要である。

２　体育授業中の事故
　ここからは、正課授業中では事故が多い体育の授業について説明をする。

（１）授業計画の策定について
　ある種目を授業に取り入れたこと自体の当否については学習指導要領を基準とすることが多
い。すなわち、その種目が学習指導要領に準拠して授業に取り入れられた場合には、策定計画
に安全義務違反はなかったとされる。
ここで、学習指導要領の法的な説明をしておく。

　注：学習指導要領・・・�学校教育法施行規則第 52 条に基づく文部科学省告示（行政機関が
事実、意向を知らせる方式）

　学習指導要領の法的拘束力（違背した場合に法令違反＝違法と言えるかどうか）について学
説は肯定・否定両説があり、判例もかつては分かれていたが、最高裁が昭和 51 年５月 21 日（旭
川学テ事件）及び平成２年１月 18 日（伝習館高校事件）に肯定説を出したことで、肯定に確
定したと言える。
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　従って、安全義務との関係でも、これに違反した授業方法であれば違法と認定されることに
なろう。
　日本の司法は三審制をとっており、３回裁判を受けることができる。一番上が最高裁判所で
全国で１カ所ある。最高裁判所以外全て下級裁判所というが、最高裁の次が高等裁判所で全国
に８カ所ある。その下に各都道府県に少なくとも１つ地方裁判所と家庭裁判所がある。その下
に簡易裁判所があるが、学校事故では通常始めに地方裁判所で裁判を受けることができる。不
服であれば高等裁判所に控訴する。そこで不服であれば最高裁判所へ上告する。最高裁判所が
一旦判断をすると下級裁判所はそれに従うので最高裁判所の判断はそれだけ重い。
　昭和 51 年というと古い判例に思えるかもしれないが、法律の世界では新品の判例である。裁
判所の判断が二転三転すると不安定になるので、裁判所が一度判断をするとよほどのことがな
い限りその判断を変えない。戦前、最高裁判所は大審院といっていたが、大審院の判例すら簡
単に変わらない。法律はそれぐらい古い世界の話である。だからこの先、学習指導要領に法的
拘束力がないという判例が出る可能性はきわめて０に近い。

（２）健康状態把握義務
　授業開始前に生徒の体調を調査し、体調の悪い生徒にはその旨申し出させるとか、家庭との
連絡を密にするとか、病弱者・異常体質者には個別に体調を問うとかする必要がある。
　注：生徒の年齢が低い場合（一応の標準としては小学校４年生以下）には、「体調の悪い者は
申し出よ」と注意しても安全義務を尽くしたことにはならないとされる。
　また、申し出るのを妨げるような雰囲気があったり、そのために不利益を受けることがあっ
てはならない。

（３）生徒の能力把握義務・それに応じた指導義務
　生徒の能力・技能を十分に確認せず、個別的・段階的な指導もしないまま生徒に危険な実技
をさせれば、過失がある。

【大分地方裁判所　昭和 60 年２月 20 日（判例時報 1153 号 206 頁）】
　Ａ小学校Ｙ教師は小６の水泳を指導していたが、逆飛び込みの練習をさせようと考え、
まず第１段階として生徒達をオーバーフローに座らせ、足を水面下に降ろした姿勢からの
飛び込みを数回行わせ、第２段階としてオーバーフローから立て膝で２～３回飛び込ませ、
第３段階としてプールサイドから１人ずつ立て膝で飛び込ませ、第４段階として自信のあ
る者だけにプールサイドから逆飛び込みをさせた（対象児童 20 名、第１～第３段階までの
所要時間 20 分）。その際１人の児童Ｘがプールの底に頭をうちつけ重症を負った。
 《過失あり》
　Ｙとしては、水泳能力の異なる各児童の飛び込み技術を正確に把握し、その能力に応じ
た具体的で実効ある指導方法によって安全に飛び込めることが確認できるまで、操り返し
第１ないし第３段階の安全な方法による飛び込みを練習させるべきである。

　注：これは、段階は踏んでいるが、単に形式的にさせただけで習得内容をしっかり確認して
いなかったという点に過失ありとされた。
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　「自信のある者だけやりなさい」という指導方法は、自分の技能（能力）に対する判断力が低
く、また新しい技術の習得に目が向いている小中学生（場合によっては高校生も含まれる）に
対しては免責の理由にならないとされている。
　注：授業計画策定の場面と異なり、指導の場面では、指導書等の記載は有力な判断材料では
あるが、判断基準の１つに過ぎず、個別具体的な場面における指導のあり方を総合的に検討し
て安全義務違反の有無が判断される。

（４）事後措置義務
イ　保護者への報告義務
　生徒の安全保持について、保護者には生徒の一般的生活関係において安全義務があり、教師
には学校生活領域ないし教育活動に係わる側面において安全保持義務があるが、両者が結合し
てはじめて生徒の安全が完全に守られることから、教師の事後措置の一環として認められてい
る。

【最高裁判決　昭和 62 年２月 13 日（民集 41．1．95）】
　Ｘは、小６の体育の授業としてサッカーの試合中、至近距離から蹴られたボールで顔面
右眼部を強打されるという事故に遭い、一旦はその場にしゃがみこんだが、間もなく立ち
上がり担当のＡ教諭の質問に対しては、大丈夫である旨答えて最後まで試合を続け、試合
終了後及び次の授業開始時にもＡの質問に対し同様に答えていた。
　Ｘには出血、眼の充血等外観上の異常は見られなかった。そのためＡはＸの保護者に対
して事故の報告をしなかった。Ｘはその後卒業まで休まず登校したが、その間特段の異常
を訴えず、またＸの行動、態度等にも異常は見られなかった。
　しかし、Ｘは実際には試合の終わった頃から、時折右眼に稲妻が走るのに似た感覚を覚
えるようになり、１ヵ月後には右眼の焦点がぼやけ、対象を明確にとらえることの出来な
い状態に陥っていたが、サッカーをして負傷したことが保護者に知れれば、サッカーの選
手になる希望を阻止されてしまうことにもなりかねないので、自然に治癒することを期待
して保護者にもＡにも異常を訴えようとはしなかった。そして、事故後１年余り後に外傷
性網膜剥離により失明した。

　Ａの保護者への報告義務が問題とされた。
　保護者はＡ教諭から一言報告があれば注意してＸをみたのに、あるいは専門医へ連れて行っ
たのに、Ａ教諭から何もなかったので手の打ちようがなかったという訴えだった。通常、地方
裁判所と高等裁判所の判断が異なった場合、最高裁まで上告することがある。この事例では地
方裁判所も高等裁判所もＸ側が敗訴している。それにも拘わらず、最高裁まで上告したのは、
よほど無念だったという心情が伺えるものである。

《過失なし》
①　（一般論として）教師の保護者に対する報告義務の有無は「事故の種類・態様、予想される
傷害の種類・程度、事故後における児童の行動・態度、児童の年齢・判断能力等の諸事情を総
合して判断すべきである。
②　本件においては、Ｘが事故当時 12 歳であって眼に異常があればそれを訴える能力を有し、
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事故直後から眼に異常を感じていたにも拘わらず、Ａが再三尋ねても異常がないと答えたばか
りでなく、外観上何らの異常も認められなかった。さらにＡにはＸが異常を感じても敢えてこ
れを訴えないことを認識し得る事情もなかった。
　ここで、私だったらどうするかを考えてみる。首から上の事故については後遺症が出やすい
箇所であるから慎重に扱った方がよい。小さな事故でも家庭に連絡する必要を認識する事例と
して捉えていただきたい。
ロ　応急措置義務
　事故発生後に担当教師がとるべき応急措置の内容は、事故の態様により様々であるが、教師
は医学の専門家ではないので、教師に要求される応急措置はあくまで教育の専門家としての知
識・技術を前提としたそれであって養護教諭や医師に要求されるような高度なものではない。

３　正課授業中の生徒間事故
　過失判断の基準としては、主として

（イ）担任教諭の他教諭への監督依頼義務
（ロ）担任教諭の生徒に対する指示・注意義務
（ハ）担任教諭の器物保管義務
（ニ）問題児童掌握義務
　　が問題とされている。

【大阪地方裁判所　昭和 55 年９月 29 日（判例時報 1004 号 91 頁、判例タイムズ 429 号　
140 頁）】
　Ｘは、小学４年の当時、社会科係というクラスの世話役を勤めていたが、ある日第３時
限の授業開始のチャイムが鳴ったのに自席に着かなかった同級生Ａに「席に着くように」
と注意したところ、Ａがこれに立腹してＸの方にプラスチック片を投げつけ、これがＸの
左目に当たり、Ｘは角膜外傷白内障等の傷害を負い、水晶体摘出の手術を受けたが視力低
下等の後遺症を残した。
 （上記事故は、授業開始のチャイムが鳴ってから担任のＢ教諭が教室に入るまで数分聞経
過した間の出来事であった。そして、Ａは日頃から突発的に粗暴な行動に出て他の児童に
軽傷を与えるようなことがしばしばで、特に教育上配慮を要する児童であった。）

《過失あり》
　Ａの性格行動を熟知し、指導監督の必要を感じていた担任教諭Ｂとしては、自己が打合せ等
で入室が遅れる場合には、他の教諭に監督を依頼するか、休憩時間中からＡを自己の目の届く
ところへ連れておくかするなどして、その行動を直接間接に監督し適切な措置をとっておくべ
きであった。
　生徒は、休憩時間中はある程度気の合わない者や粗暴な者との接触を自らさける自由を有す
るが、授業開始後は教室内の席について接触しなければならず、特にＸのように一定の世話係
に任じられた者はたとえ相手が粗暴な性格の者でも注意をしたり世話をしたりすることを余儀
なくされるため、担任教諭Ｂの生徒に対する安全保護監督義務は休憩中に比してよりいっそう
高度なものとなる。
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　「Ａの性格行動を熟知し、指導監督の必要を感じていた担任教諭Ｂとしては」については、指
導監督の必要性を感じていなかったとすればそれ自体が過失になる。「Ａは日頃から突発的に粗
暴な行動に出て他の児童に軽傷を与えるようなことがしばしばで、特に教育上配慮を要する児
童であった」とあるように、軽傷を負わせていることがしばしばであることから、その児童を
差別するようであるが、他の大勢の児童の安全も考えなければならない。過失ありと判断され
た最も大きな原因は、「しばしば軽傷を与えていた」というところである。ここは学校としても
相当注意を払わなければならない。また、同種の事故に対して、裁判所の判断は厳しいという
ことである。経験したことについては何らかの手だてを講じなければならない。

【大阪地方裁判所　昭和 58 年 12 月７日（判例時報 1072 号 126 頁）】
　小学４年生の生徒が、屋上で担当教諭Ａの指導のもとに算数の授業で目測及び実測の実
技をしていた際、同級生Ｘの投げた下敷きを右眼に受け、そのために右眼の眼球を切る傷
害を受けた。

《過失なし》
　教諭Ａは、屋上での算数の授業に当たり、児童に対し、事前に教室で実測の方法等について
説明を行い、児童を屋上に連れて行ってからは、児童に対し、物を投げたり、屋上から身を乗
り出したり、ふざけたりしないように細かい注意を与えるとともに、児童を８グループに分け、
各グループごとに責任者を定めて児童との連絡を緊密にしたうえ、児童に目測及び実測の実技
を指示した後は、児童を見渡せる位置で児童を常時掌握し監督していたのであって、Ａの児童
に対する指導監督は適切であった。
　また、屋上での授業は１学期に２、３回あったが、児童が下敷きを投げるといった行為に出
たことはなく、Ｘも成績優秀な児童で、平素粗暴な振舞いをするようなことはなかったので、
事故の発生は予見することができなかった。付近の児童も全く気づかないほど突発的かつ瞬間
的に発生したものであり、その発生を回避することは不可能であった。「教諭Ａは、屋上での算
数の授業に当たり、児童に対し、事前に教室で実測の方法等について説明を行い」ここは、事
前の注意義務にあたる。「児童を屋上に連れて行ってからは」ここからは、現場での指導方法で
ある。この場合これ以上は考えられないため「Ｘの児童に対する指導監督は適切であった。」と
判断されている。「また、屋上での授業は１学期に２、３回あったが、児童が下敷きを投げるといっ
た行為は出たことはなく」ここも重要である。このことは、かつて経験したことがないという
意味であり、「事故の発生は予見することができなかった」根拠になる。予見できないことにつ
いて、責任を問われることはない。逆に予見できることについては責任を問われることになる。

【最高裁判所判決　平成 20 年４月 18 日（判例タイムズ 1269 号 117 頁）】
（１）千葉市立の本件小学校では、児童は８時 20 分まで朝自習等をし、引き続き朝の会を

行うことになっていた。Ｘ（小３の女子）は朝自習の時間中、ランドセルを教室後方にあ
るロッカーにしまおうとして、最後列にある自席を立って後ろを振り向いた。

（２）Ａ（同じクラスの男子）は、そのころ、自分のベストが教室の後方にあるロッカーか
ら落ちているのに気付いてこれを拾いに行き、ベストを上下に振るなどした後、更に移動し、
Ｘから約１ｍ離れた位置で、ベストの襟首部分を持って頭上で弧を措くように何周か振り
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回したところ、ベストのファスナーの部分が、ちょうど席を立って後ろを振り向いたＸの
右眼の部分に当った。

（３）本件事故当時、担任教諭のＹは、教室前方の入口近くにある自席に座り、４、５名の
児童から忘れ物の申告等を受けていたため、Ａの離席及びそれに続く一連の行動や本件事
故の発生に気付かなかった。

【原審（東京高等裁判所平成 19 年４月 11 日）】
　Ｙには、自席の周りにいた４、５名の児童に気をとられ、教室内全体の動向観察を怠っ
てＡの問題行動に全く気付かずこれを阻止することが出来なった過失があるとした。これ
に対し最高裁は、①Ｙは他の児童らから忘れ物の申告等を受けこれに応対していたこと②
朝自習の時間帯であっても、児童が必要に応じて自席を離れることは許されていたこと（も
し許されていなければＹはＡに注意し自席に戻らせなければならない）③Ｙにおいて日ご
ろから特にＡの動静に注意を向ける必要があったという事情はうかがわれないこと④ベス
トを頭上で振り回す直前までのＡの行動は特に危険なものでもなかったことからＹに過失
はないとした。

（解説）
　教室内における突発的な事故の場合には、担任教諭において当該事故の発生を予見しえたか
否かが過失の有無の判断に当たり重要な考慮要素となり、本件では③、④の事情が重く考えら
れたのではないかと思われる。
　本件は第１審の千葉地方裁判所は学校に過失はないとし、第２審の東京高等裁判所は学校に
過失があるとし、最高裁判所は過失がないとした事件である。これは特に「③Ｙにおいて日ご
ろから特にＡの動静に注意を向ける必要があったという事情はうかがわれないこと　④ベスト
を頭上で振り回す直前までのＡの行動は特に危険なものでもなかったことからＹに過失はない
とした。」の事情が重く考えられたのではないか。この事件は小学校３年生ですから、先ほど説
明した「小学校４年生以下は特に注意しなければなりません」ということから考えても確かに
限界事例である。裁判でも判断が揺れた微妙な事例として紹介しておく。

４　校内学校行事（体育祭、運動会、文化祭など）中の事故
　体育祭、文化祭中の事故については、いずれも正課授業中と同様の注意義務が教師に求めら
れており、両者間の差異はない。

５　校外学校行事（遠足、マラソン大会、修学旅行、臨海学校、林間学校など）中の事故
　校外学校行事は学校が管理・支配していない場所で実施されること、開放感にかられた行動
に出る児童・生徒もいることが、正課授業や校内学校行事と特に異なっている点である。従って、
学校内活動の場合よりも不測の事態が生じる可能性は高いといえ、その分、安全確保義務とし
ては事前の調査、指導、計画立案、活動中の監視・注意が重要になる。
　「事前の調査」についての事例を１つ紹介する。学校行事で事前調査を行う場合、時期が問題
になった例である。大阪の学校が福井県の若狭湾で臨海学校を実施した際、５月に下見に行っ
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て潜水調査を実施した。ところが不幸にして児童が亡くなり、調査方法が問題になった。裁判
所は、７月に実施する臨海学校の調査を５月に行っても調査にはならないという判断をした。
若狭湾は５月と７月の海流の流れが全く違うので、５月に調査しても調査したことにはならな
いとした。どのように対応すれば良かったのか、については、地元の漁協や観光協会と連絡を
取り合えば分かることであり、細心の注意を払って調査をする必要があったのではないかとさ
れている。特に、学校行事で新規に実施する場合は、実際の現地調査に加えて、地元の関係機
関等に照会することが大切である。

６　課外クラブ活動に伴う事故
　課外クラブ活動は児童・生徒の自主的な活動が原則となっており、放課後の課外活動での教
師の行為は任意の行為であって、事故の発生は生徒の自己責任であるという考えも形式的には
成立しそうである。
　しかし、現実には課外のクラブ活動でも部は学校内につくられ、学校の承認の下に活動し、
部の顧問は当該学校の教師があてられている。従って、そこでの教師の指導管理は学校教育活
動として位置づけられており、児童に対する安全義務も負うとされている（最高裁判所判決等
全ての判例）。
　しかし、その具体的内容は正課授業と同様に解するのか、生徒の自主的な活動という面を考
慮して考えるのかについて判例で明確な基準が出されているとは言い難い。（従って、課外クラ
ブ活動においても正課授業と同じ安全義務が要求されると考えれば間違いはない－ということ
は言える。）
　ちなみに、最高裁判所判決　平成９年９月４日（判例時報 1619 号 60 頁でも「危険から生徒
を保護するために常に安全に十分な配慮をし、事故の発生を未然に防止すべき一般的な注意義
務がある」と判示されているのみである。
　【最高裁判所判決　昭和 58 年７月８日（判例時報 1089 号 44 頁）】
　課外クラブ活動が本来生徒の自主性を尊重すべきものであることに鑑みれば、何らかの事故
の発生する危険性を具体的に予見することが可能であるような特段の事情のある場合は格別、
そうでないかぎり顧問の教諭としては、個々の活動に常時立ち会い、監視指導すべき義務を負
うものではないと解するのが相当とする判例もある（但し、高校生の課外クラブ活動の事例）。
　注：特に学齢が低い場合には、立ち会いは必須であるというのが学説では圧倒的である。
　裁判所は「確かに教員は忙しいのであるから、常に立ち会う義務はない。事故の発生を予知
した場合には、必ず立ち会う必要がある。」としている。危険性が予知できる場合はどのような
ものかについて判断したのが次の東京地方裁判所の裁判例である。

　危険性を予見すべきであるとされた事例

【東京地方裁判所判決　平成 16 年１月 13 日（判例タイムズ 1164 号 131 頁）】
　都立高校の水泳部において、事故当日、水泳部員らは逆飛び込みの練習を行ってお り、
顧問のＹ教諭はそれを見ていたが、やがて自主練習をさせたまま立去った。その自主練習
の際、逆飛び込みを行った２年生水泳部員Ｘがプールの底に頭を打ちつけて重篤な後遺障
害を負った。 「本件事故は、課外のクラブ活動の居残り練習の際に発生した事故であるが、
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このような課外のクラブ活動は、本来は生徒の自主性に委ねられるべき部分が大きく、ま
して本件のような居残り練習においては顧問教諭における時間的制約なども勘案すると、
一般的には顧問教諭の立会いによる指導までは予定されていないし、そこまですべき義務
はないというべきである。しかしながら、具体的状況の下で事故発生の危険性を予見する
ことが可能な場合は、顧問教諭は、前記安全保護義務に照らし、上記のような居残り練習
の場合といえども練習に立ち会うか、それに代わる適切な措置をとるべきである。」

　本件事故に至る経緯は次のとおりである。

　Ｘは、スイミングスクール等に通った経験はなく、学校の授業程度でしか水泳の経験が
なかったため水泳の技能は低く、クラブに入部した時には連続して 25 メートルを泳ぐこと
ができなかった。Ｘは本件事故当日頃には連続して 50 メートル程度を泳げるようになって
いたが、他の部員より技能が劣っており、ＹらもＸの水泳の技能が低いことを知っていた
ことから、ほかの部員とは別メニューで練習を行うことにしていた。
練習の終了後、Ｙは水泳部員全員をプールサイドに集合させ、「明日は飛び込みスタートと
ターンの練習を行う。」と告げた。これに対しＸはＹに甲山と二人で居残り練習をすること
を申し出た。こうした経緯からすれば、Ｘが逆飛び込みの練習をすることは予見できたのに、
Ｙは逆飛び込みについて特に注意や指示を与えることなく、居残り練習を許可した。
居残り練習の１回日の飛び込みの際、Ｘは腹打ちをしなかったのでうまく飛び込めたと思
い、次も同様の飛び込み方をしようと考えた。２回目の飛び込みの際、Ｘはプールの底に
指を擦り、次いで頭を打った。

　以上のことから裁判所は次のように結論づけた。

　このような状況の下においては、Ｙは居残り練習に立ち会ってさらに監督指導するか、
若しくはそれができないとしてもＸに対し、逆飛び込みの練習を禁止するか少なくとも逆
飛び込みについて余り深い角度で入水しないことや入水後に指先を上向きにすることなど
を具体的に示して、事故防止に関する注意を促しておくべき注意義務があったといえる。

　逆飛び込みの失敗によって重大事故に至るケースは多く、指導者側の過失が認められた事例
は多い。本件事故約１ヵ月前にも都立高校で死亡事故が発生している。
　危険性を予見できるか、という判断の参考になるので取り上げた。裁判所は、「Ｘに対し、少
なくとも逆飛び込みについて余り深い角度で入水しないことや入水後に指先を上向きにするこ
となどを具体的に示して」と指導すべきであるとしているが、私はＸができないことを指導し
ても駄目だと考える。自分が立ち会って指導するか、居残り練習をやめさせるかのどちらかで
ある。この場合高校生であるから、指導教諭が「居残り練習をやめなさい」と言っても聞かず、
練習をし、事故が起きた場合には過失は問えない。

　次の判例は、各都道府県市町村へ通達が出る契機になったものである。
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【最高裁判所判決　平成 18 年３月 13 日（判例時報 1929 号 41 頁）】
　事故当日、午後２時前に雷雲が現れ小雨が降りだし、時々遠雷が聞こえるようになった。
午後３時ごろには雨雲が立ち込めて暗くなり豪雨が降り、午３後時 15 分雷注意報が発令さ
れた。午後４時 30 分ごろには雨がやみ、上空の大部分は明るくなりつつあったが、南西上
空には黒く固まった暗雲が立ち込め大きな音ではないが雷鳴が聞こえ、雲の中で放電する
のが見られた。
　このような状況の中で、高校の課外クラブ活動としてのサッカーの試合が４時 30 分ごろ
開始されたが、開始後まもなく生徒の１人に落雷。生徒は一命をとりとめたものの、視力
と両手両足の自由を失う後遺症を負った。

【原審（高松高等裁判所）】
　自然科学的な見地からいえば、本件落雷事故発生当時の状況においては、引率教諭は、
落雷の予兆があるものとして試合を直ちに中止させて、サッカー部員を安全な空間に避難
させるべきであったということになるが、社会通念上、遠雷が聞こえていることなどから
直ちに一切の社会的な活動を中止又は中断すべきことが当然に要請されているとはいえな
い。またスポーツ指導者においても、雨がやみ空が明るくなり雷鳴が遠のくにつれ、落雷
事故発生の危険性は減弱するとの認識が一般的なものであったと考えられる。引率教諭に
おいて落雷事故発生を予見することが可能であったといえず、これを予見すべきであった
ともいえない。

【最高裁判所】
　落雷による死亡事故は決して稀なこととは言えず、また、落雷事故予防に関し、多くの
文献に運動場にいて雷鳴が聞こえるときには、遠くでも直ちに屋内に避難すべきであると
の記載があるから、生徒を保護すべき注意義務を負う教師としては、落雷事故を予防する
ための知見としてこれらのことを身につけておくべきであった。本件事故当時の状況から、
落雷事故発生の危険を予見することが可能であった。
 また予見できなかったとすれば予見すべき注意義務を怠ったというべきである。

　Ｑ　このような事故が起きた際、所属職員の監督責任を校長は問われるのか。
　Ａ　校長が管理監督責任を問われた例はかなりある。たとえば、水泳ができない教員に水泳
の授業を実施させても駄目である。分掌については校長の権限であるから、不適切な配置にし
た場合、監督責任は問われる。本件においては、高裁と最高裁で判断が異なったぐらいだから、
校長の監督責任はないと思う。

　最近学校で起きているトラブルの中で、たとえば児童生徒同士の喧嘩が起き、それが損害賠
償に発展するケースがある。教員は両児童生徒の間に入っておさめようと、仲立ちをしようと
するケースをよく見かけるが、これは、やめるべきだと思う。理由は３つある。１つは、ある
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事故（例えば児童・生徒の歯を折った）についてどれ位の賠償が適当かについて学校は知識が
ないということ。２つめは対立する当事者を説得しながら１つの合意に達する（例えば調停）
にはトレーニングが必要であるが、学校にはそうした経験がないこと。３つめは、加害者も被
害者も感情面も含めて学校に寄りかかってくるが、これは裏を返せば学校との感情的対立に発
展する危険が大きいこと。本来、加害者と被害者だけの関係だったものが、利害関係の対立の
中でいつのまにか、加害者と学校、被害者と学校の対立になってしまったケースを沢山見ている。
したがって、損害賠償に発展した場合、学校は立ち入らないのが正しい。冷たいようだが当事
者同士で決着してほしいとするスタンスが必要である。学校ができるのは、こうした不祥事が
二度と起きないよう教育的な指導をすることまでである。できないことは、はっきり「できない」
という強さも必要である。

Ⅲ　親の教育権と公教育（教育理念を考えるために）
　
　ここでは、どちらが正しいか、どちらが間違っているかという観点ではなく、教育理念を考
える場合、このような視点も必要ではないかという問題提起という意味で述べるものである。
　1970 年代までは、「子の教育は国に対する親の義務」という側面が強調されており、「親の教
育権」という発想ははっきりとは現れなかった。
　しかし、教科書検定訴訟などを契機に「国の教育権」に対する「親の教育権」が強く主張さ
れるようになってきた。
　そして多く問題となるのは、「親の子に対する宗教教育の自由」と「公教育」との関係である。
　例えば、日曜日の授業参観を実施したことに対しキリスト教徒である保護者から、「キリスト
教徒にとって日曜日はその信仰上極めて重要な位置を占めており、特別の礼拝の日として確立
して以来すでに 2000 年に及んでいる。したがって、日曜参観日として子供達に出席を義務付
けたことは、親の宗教教育をする自由と子供の宗教教育を受ける自由を侵害するものである」
というような訴えが起こされる事になる。
　また、ある宗教上の信条から子供に柔・剣道をさせないとしている親がある。これと公教育
の関係はどうなるのか。
　各人の差異を承認して、それぞれの人格の完成のために必要な各人の個性に配慮した教育が
なされるべきであるという考えと、教育は「社会化」のプロセスである以上社会的な価値の再
生産が必要であり、そのためには画一化も要求されるという考え方の調和をどこに求めるか。
　戦後、自由が強調され、個性の尊重が重んじられるようになってきた。ところが、最近行き
過ぎた自由と個性の尊重による弊害が見られるようになったのではないか。自由という範疇を
超えた部分が目立つようになってきたのではないのか。教育は、振り子のように個と公の間で
揺れているから、自分自身の教育理念をしっかり持っておかないとぶれが生じてしまうのでは
ないか。保護者の中には教育の公の側面を忘れて、声高に我が子の尊重を叫ぶ方がいる。マス
コミもこのことを興味本位に報道し、学校は戸惑いながら対応している。やはり、教師自身は
教育理念をしっかり持つことが必要である。
　上記とは少しニュアンスが違うが、次のような主張をする保護者がいる。どう対処したらい
いだろう。
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１�　授業中眠っている生徒に注意をしたところ、保護者から「眠りたいという私の子供の人権
はどうなるんですか」という意見があった。

２�　海での水泳訓練の際、心臓疾患のある生徒の動向を分り易くするため異なった色の帽子を
かぶらせたところ、「それは差別ではないですか」と保護者から意見があった。

　�　学校行事として海で水泳訓練を実施する際、医師から「水泳訓練の参加については差し支
えないが、心臓に疾患があるため注意が必要である。」と指導を受けた。マンツーマンで当該
生徒を注意できる状況ではなかったので、何かあればすぐ分かるように異なった色の帽子を
かぶせたところ、保護者から「それは差別ではないですか」と学校に意見をしてきた。はた
してそれは差別なのか。

３�　父親と母親が亡くなって祖母に育てられている児童生徒がいる。祖母が高齢なため毎日風
呂に入れることができない。そのため、学校で「臭い」といじめられたので担任は「そうい
うことを言うんじゃない」と注意したところ、保護者から「私は子どもに正直に言えと育て
ている、正直に臭いことを臭いと言って何が悪い」と言ってきた。

　法律で言うところの権利や人権は、自分のしたいことをどこまでして良いか、自分のしたくな
いことをどこまでしなくて良いか、どこまで言って良いか、つまり必ず「どこまで」が付くので
ある。人を傷つけない範囲で、不愉快な思いをさせない範囲で、社会の秩序を乱さない範囲でし
ても良いというのが権利とか人権といったものなのである。ところが一部の人の考え方について

「どこまで」が無くなってしまっている。自分のしたいことをするのが権利なのだ、自分のした
くないことをしないのが人権なのだ、と主張する。「正直に言え」について、ここだけ取り出せ
ば問題ないのであるが、「人に不愉快な思いをさせない」という範囲が付くと問題になる。
　２の「差別ではないのか」についてどのように説明するか。法で言うところの差別、あるい
は区別が悪いというのは、不合理な差別はいけないということであり、合理的な理由があれば、
法律ではあらゆるところで差別をしている。例えば、公務員では労働基本権が制約をされており、
争議権を持たないが、私立の教員では争議権を持つ。また、20 歳まで飲酒喫煙が禁止されてい
るのも差別である。このことは、差別によってより大きな法益を守ろうとしている。この場合
であれば、帽子の色を変えることによって生命を守ろうと、より大きな法益を守ろうとしてい
るわけである。これは、全く合理的な差別であり、法律的に問題にならない。

【（参考）親権】
　権利・義務という関係ではなく親が未成年の子に対する配慮をするという関係で３つの
類型に分けられる。
 １　独立の社会人としての社会性を身につけるために子を肉体的に監督・保護し（監護と
いう）、また精神的発達を図るために配慮をする（教育という）⇒身上監権→権利というよ
り社会的責務であると解されている。
　〈具体的内容〉
 ・居所指定権－住む場所の指定
 ・懲戒権－子の監護教育上必要な範囲で実力を行使しても親権者が民事・刑事上の責任を
問われない（これが教育という立場でのみ関わりをもつ教師と異なるところである。なお
親といえども必要な範囲こえれば児竜虐待となり、親権喪失事由や暴行罪となる）。
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　今日まで、教員は体罰は禁止されているということを言われ続けてきているはずである。こ
れは昭和 23 年に児童懲戒権の限界についてという通知を受けて、それを元に運用されてきたの
である。体罰の禁止が大きな問題として取り上げられたのは、昭和 60 年の岐陽高校事件である。
この事件は、修学旅行に持って行ってはならないとされているヘアードライヤーをある生徒が
旅行中に使用し、担任の教員に殴られて死亡した事件である。それから体罰に対して世間の目
が厳しくなってきたという経緯がある。昭和 60 年以降の教員による児童生徒への体罰につい
て裁判所の判断は厳しいものになっている。最近の保護者のなかには、自分の子どもは守って
ほしい、しかし、学習の妨げになる他人の子どもは排除してほしいという要望を持つという現
実がある。文部科学省の通知でも有形力の行使の一切が許されないというものでもないと明記
されて、居残りさせるとか、授業中に立たせるとか、宿題や清掃を課すということは体罰にあ
たらないとされている。

・職業許可権－自ら営業を行ったり、他人に雇われたりすることを許可する
・第三者に対する妨害排除権－第三者が子を不当に拘束する場合に、親権者のもとへ子を
戻すよう請求する部分は権利の名にふさわしい）。

・身分上の行為の代理権
２　子の財産を管理し、財産上の法律行為を代理する＝財産管理権
３　子の生活費や養育費の経済的的負担を負う（扶養という）。

【付「君が代」事件　最高裁判所判決】
　思想及び良心の自由が問題になった事件であるから、当然賛成意見や反対意見があると考え
られる。どちらが正しく、どちらが間違っているということをただ唱えるだけでなく、その前に、
どういう事が問題になって、どういう事を教員が主張し、どういう事を裁判所は言ったのかと
いうことを理解する必要があると思うので、その観点から解説する。

【平成 19 年２月 27 日　判例タイムズ 1236 号】
（事例）
�　東京都下の市立小学校の音楽専科の教諭であるＸは、校長から同小学校の平成 11 年度入学式

（注：この時点では「国旗及び国歌に関する法律」は制定されていない。同法は平成 11 年８月
13 日に成立・施行された）の国歌（君が代）斉唱に際し、ピアノ伴奏をするよう職員会議など
で職務命令を受けたが、これに従わずピアノ伴奏をしなかった。Ｙ（東京都教育委員会）はＸ
を戒告処分にした。

（Ｘの主張する本件戒告処分の違法事由）
１�　入学式における「君が代」のピアノ伴奏は音楽専科教諭の職務に含まれないから、職務外

の事項を命じるもので違法である。
２　Ｘは
　�（１）「君が代」は過去の日本のアジア侵略と密接に結びついており、これを公然と歌ったり

伴奏することはできない。
　�（２）「君が代」がアジア侵略で果たしてきた役割等の正確な歴史的事実を教えず、かつ、自

発性の告知等の思想・良心の自由を実質的に保障する措置がないままに「君が代」を歌わせる、
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という子どもの人権侵害に加担することは出来ない（注：後半はやや難解であるが、子ども
の自主性に配慮せず、一斉に「君が代」を斉唱させることは子どもの人権を侵害することで
あり、その人権侵害にピアノ伴奏をすることによって加担するということと思われる）。

　�（３）元来、日本の伝統音楽である雅楽を基本にしながらドイツ和声を付けているという音楽
的に不適切な演奏方法で演奏することは、１人の音楽家としても、子どもに良い教育を提供
する見地からもできない。という思想・良心を有していた。

　�　Ｘが上記の思想・良心により、入学式において「君が代」の伴奏ができないことを校長も
認識していたにもかかわらず、あえて職務命令でⅩにピアノ伴奏を強要することは、Ｘの思想・
良心の自由を侵害するものであり憲法 19 条に違反する（注：憲法 19 条思想及び良心の自由は、
これを侵してはならない）。

３�　本件入学式はテープ伴奏によりつつがなく行われ、実害はなかったから、処分の必要はなく、
懲戒権の濫用である。

（原審東京高等裁判所　平成 16 年７月７日　原々審東京地方裁判所　平成 15 年 12 月３日でい
ずれもＸの主張は認められず、上告がなされた。上告審＝最高裁判所では上記２の憲法違反の
みが争点となった。）
　公立学校の入学式等における国旗掲揚、国歌斉唱の実施をめぐってはこれに反対する教職員
等との間で紛争が生じ、多くの下級審裁判例が出ていたが、本件は「君が代」のピアノ伴奏に
関し初の最高裁判例である。
　教育実務に大きな影響を及ぼすものと考えられる。

【最高裁判所判決】
　次の理由により本件職務命令を合憲とした。

（１）原告は「君が代」が過去の日本のアジア侵略と結びついているという歴史観ないし世
界観を持っており、この内心の核心部分を直接否定するような外部的行為を強制すれば憲
法 19 条違反の問題となりうるが、学校の儀式的行事において「君が代」のピアノ伴奏を拒
否することが原告の上記歴史観ないし世界観と不可分に結びつくものとはいえず、本件職
務命令が直ちに原告の歴史観ないし世界観を否定することにはならない（核心部分を直接
否定する外部的行為の強制とはならない）。

（２）入学式や卒業式において「君が代」が斉唱されることは広く行われていたことであり、
客観的にみて、入学式の国歌斉唱の際にピアノ伴奏をするという行為自体は音楽専科の教
諭等にとって通常想定され期待されるものである。従って上記伴奏を行ったからといって、
そのことから教諭等が特定の思想を有するということを外部に表明しているものであると
評価するのは困難である（従って、本件職務命令は原告に対して特定の思想を持つことを
強制したり、これを禁止したりするものではなく、また特定の思想の有無について告白す
ることを強要するものでもない）。

　裁判所は、（１）（２）について、客観的見地から述べている。それだけでは説明不足なので、
次の判示をした。
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（３）（仮に原告が本件職務命令が原告の内心の核心部分を否定するものだと受け止めたと
すれば、不必要かつ不合理にその情念に反する行為を強制すれば憲法 19 条違反の問題が生
じうるが）公務員である原告は全体の奉仕者であり、職務専念義務及び上司の職務上の命
令に従う義務を負っている。
　本件職務命令は「郷土及び国歌の現状と伝統について正しい理解に導き、進んで国際協
調の精神を養うこと」を小学校教育の目標とする学校教育法 18 条２号（現学校教育法第
30 条）や、「入学式や卒業式などにおいては、その意義を踏まえ、国旗を掲揚するとともに、
国歌を斉唱するよう指導するものとする」とする小学校学習指導要領の定めにかなうもの
であり、その目的や内容が不合理とは言えない。（従って、原告が本件職務命令が原告の内
心の核心部分を否定するものだと受け止めたとしても、本件職務命令には合理性があり違
法とは言えない）。

　最高裁判所が一度このような判断をすると、裁判の世界では重要な意味を持つものである。
東京高等裁判所の平成 20 年５月 29 日の判決があり、都立板橋高等学校の卒業式で、元教諭が
国家斉唱時に着席するように生徒、保護者に呼びかける行為を行ったことについて、威力業務
妨害罪にあたるかどうか争われた事件に、この最高裁判所の判決が引用された。今後、同種の
裁判でも、この判決が引用されると予測される。 
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